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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第102期は１株当たり当期純損失であるため、また、第103期は調

整計算をした結果、希薄化しなかったため記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

４ 第103期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第102期 第103期 第104期 第105期 第106期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 32,329 31,431 33,270 39,335 41,293

経常利益 (百万円) 653 871 1,151 2,880 3,422

当期純利益 
または当期純損失(△)

(百万円) △491 680 1,233 1,485 1,842

純資産額 (百万円) 14,759 15,533 16,686 17,688 19,677

総資産額 (百万円) 36,941 34,117 36,347 37,760 37,727

１株当たり純資産額 (円) 171.68 180.65 192.94 201.71 220.32

１株当たり当期純利益 
または当期純損失(△)

(円) △5.71 7.68 14.08 16.66 20.34

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 13.88 16.46 19.96

自己資本比率 (％) 40.0 45.5 45.9 46.8 52.2

自己資本利益率 (％) ― 4.5 7.7 8.6 9.9

株価収益率 (倍) ― 32.42 20.39 18.73 20.70

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △460 2,641 1,129 3,933 3,667

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,513 △582 △281 △2,344 △757

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,301 △2,141 △1,603 △612 △2,397

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 2,581 2,492 1,725 2,709 3,323

従業員数
(ほか、平均臨時雇用者数)

(名)
1,623
(185)

1,276
(188)

1,250
(209)

1,266
(309)

1,336
(247)



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第102期及び第103期は調整計算をした結果、希薄化しなかったた

め記載しておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

４ 第103期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算

定にあたっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

回次 第102期 第103期 第104期 第105期 第106期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 28,639 28,227 27,882 29,498 30,889

経常利益 (百万円) 607 1,009 642 1,941 2,217

当期純利益 (百万円) 138 661 693 879 1,202

資本金 (百万円) 13,100 13,100 13,154 13,267 13,435

発行済株式総数 (株) 86,011,668 86,011,668 86,563,668 87,753,668 89,421,668

純資産額 (百万円) 16,510 17,231 17,773 18,253 19,551

総資産額 (百万円) 35,089 32,630 31,558 31,614 33,178

１株当たり純資産額 (円) 192.05 200.43 205.53 208.17 218.89

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

0.00

(0.00)

5.00

(0.00)

5.00

(0.00)

7.00

(2.50)

8.00

(3.50)

１株当たり当期純利益 (円) 1.62 7.47 7.81 9.70 13.12

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― 7.70 9.58 12.87

自己資本比率 (％) 47.1 52.8 56.3 57.7 58.9

自己資本利益率 (％) 0.8 3.9 4.0 4.9 6.4

株価収益率 (倍) 82.10 33.34 36.76 32.17 32.09

配当性向 (％) 0.0 67.0 64.0 72.2 61.0

従業員数
(ほか、平均臨時雇用者数)

(名)
541
(30)

384
(24)

337
(20)

365
(26)

379
(39)



２ 【沿革】 

 
  

昭和２年１月 自動車および各種高速機械用ブレーキライニングの製造及び販売を目的として、大阪府中河

内郡龍華町(現八尾市)に日本ブレーキライニング製作所を創立。

昭和７年４月 日本バルカー工業株式会社を設立。工業用パッキンの生産を開始。

昭和16年６月 神奈川県愛甲郡厚木町に相模工場(旧厚木工場)を新設。航空機用合成ゴムパッキン、ジョイ

ントシートの製造を開始。

昭和18年10月 日本金属衛帯工業株式会社を吸収合併し、燃料工業用金属ガスケットの製造を開始。

昭和27年２月 テフロンの加工技術研究が完了、日本で最初の企業化、商品名を「バルフロン」として生

産・販売を開始。

昭和36年５月 大阪証券取引所、店頭市場に株式公開。

昭和36年10月 大阪証券取引所、市場第二部に株式上場。

昭和37年９月 東京証券取引所、市場第二部に株式上場。

昭和41年５月 愛知県新城市にバルカーセイキ株式会社(現連結子会社)を設立。

昭和43年10月 愛知県新城市に新城工場を新設。ジョイントシート及びウレタンゴム加工の製造を開始。

昭和44年11月 台湾に合弁会社、台湾バルカー工業股份有限公司(現連結子会社)を設立。

昭和50年９月 東京証券取引所・大阪証券取引所、市場第一部に株式上場。

昭和60年８月 福岡県嘉穂郡(現飯塚市)に九州バルカー株式会社(現連結子会社)を設立。

昭和61年９月 相模工場(旧厚木工場)を閉鎖。厚木市棚沢に厚木工場を新設。

昭和63年７月 タイ国に合弁会社、バルカーインダストリーズ（タイランド）リミテッド(現連結子会社)を

設立。

平成元年４月 大阪府大阪市西区にバルカー興産株式会社(現連結子会社)を設立。

平成元年４月 岡福商事株式会社を吸収合併。

平成２年９月 鹿児島県曽於郡(現志布志市)に株式会社バルカーマテリアル(現連結子会社)を設立。

平成４年11月 愛知県新城市の三和工業株式会社(現連結子会社)に資本参加。

平成５年11月 奈良県五條市に奈良工場を新設。高機能ゴム製品の製造を開始。

平成６年12月 神奈川県厚木市に株式会社バンス(現連結子会社)を設立。

平成７年４月 新城工場がISO9002の認証取得を受ける。

平成７年８月 中国の上海市に上海バルカーふっ素樹脂製品有限公司(現連結子会社)を設立。

平成８年３月 奈良工場がISO9002の認証取得を受ける。

平成８年４月 韓国のソウル市にソウル駐在員事務所を開設。

平成10年６月 米国にVALQUA AMERICA INC.(現連結子会社)を設立。

平成11年７月 シンガポールにVALQUA SINGAPORE PTE LTD(現連結子会社)を設立。

平成11年８月 本社を東京都千代田区丸の内から東京都新宿区西新宿へ移転。

平成12年３月 千葉県市原市に株式会社バルカーエスイーエス(現連結子会社)を設立。

平成12年３月 大成機材株式会社(現株式会社バルカーテクノ（現連結子会社))に資本参加。

平成12年３月 台湾の台北市に台湾バルカー国際股份有限公司(現連結子会社)を設立。

平成12年11月 新城工場がISO14001の認証取得を受ける。

平成12年11月 中国の上海市にバルカーシール(上海)有限公司(現連結子会社)を設立。

平成13年３月 厚木市棚沢の厚木工場を売却。

平成13年７月 事務管理部門（総務・人事・財務・経理・購買・電算）を分社型簡易分割によりバルカービ

ジネスサービス株式会社(現連結子会社)を設立。

平成13年７月 奈良工場がISO14001の認証取得を受ける。

平成13年10月 中国市場での拡販を目的として上海駐在員事務所を開設。

平成14年９月 中国の上海市にバルカー（上海）貿易有限公司(現連結子会社)を設立。

平成14年10月 奈良工場がISO9001の認証取得を受ける。

平成14年10月 生産部門（新城工場・奈良工場）を分社型簡易分割により株式会社バルカー シール ソリュ

ーションズ(現連結子会社)を設立。

平成15年６月 大阪証券取引所の市場第一部上場廃止。

平成15年10月 機能樹脂製品事業部門を分社型簡易分割によりバルカー・ハイパフォーマンス・ポリマーズ

株式会社(現連結子会社)を設立。

平成16年３月 韓国のソウル市にVALQUA KOREA CO.,LTD.(現連結子会社)を設立。

平成16年６月 株式会社エイ・シー・エル(現バルカーＡＣＬ株式会社(現連結子会社))に資本参加。

平成18年１月 東京都町田市に機能樹脂製品事業と人材育成の中心拠点としてＭ・Ｒ・Ｔセンターを開設。



３ 【事業の内容】 

当企業集団は日本バルカー工業(株)（当社）及び子会社２２社、関連会社４社で構成されており、プラ
ント・機器関連製品及び工業用部品の製造・販売を主な事業としているほか、これらに附帯するサービス
業務等を営んでおります。 
当社グループにおける事業部門およびその主要な構成製品と、当社および子会社との関係は、次のとお
りであります。 
  

 
  

  

事業部門区分 主要な構成製品

会社名

製造会社 販売及びサービス会社等

プラント・機器関連製

品事業

ファイバー製品 

金属製品 

バルブ

(海外) 

バルカーシール(上海)有限公司

バルカーインダストリーズ

    (タイランド)リミテッド

台湾バルカー工業股份有限公司

(国内)

当社

㈱バルカーテクノ

バルカー・ハイパフォーマン

ス・ポリマーズ㈱

㈱バルカーエスイーエス

(海外)

VALQUA AMERICA,INC.

台湾バルカー国際股份有限公司

VALQUA KOREA CO.,LTD.

バルカー（上海）貿易有限公司

VALQUA SINGAPORE PTE LTD.

機能樹脂製品事業 樹脂製品

(国内)

㈱バンス
バルカーＡＣＬ㈱
㈱郷鉄工所

㈲三協製作所

(海外)

上海バルカーふっ素樹脂製品

有限公司

FJV KOREA LTD.

エラストマー製品事業 ゴム製品

(国内)

㈱バルカー シール ソリューシ

ョンズ

九州バルカー㈱

㈱バルカーエラストマー

三和工業㈱

自動車関連部品事業
ファイバー製品

ゴム製品

(国内)

㈱バルカー シール ソリューシ

ョンズ

㈱バルカーマテリアル

(海外)

PT.インドフェーシングインドネ

シア

真空関連製品事業 金属製品
(国内)

バルカーセイキ㈱

その他

事務管理 

不動産賃貸管理 

その他

―――――――――

(国内)

当社

バルカービジネスサービス㈱

バルカー興産㈱



以上の企業集団の状況について概要図を示すと次のとおりであります。 
  

 

  
  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(1) 連結子会社 

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業部門区分の名称を記載しております。 

２ ㈱バルカー シール ソリューションズは、特定子会社に該当しております。 

名称 住所
資本金また
は出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容

所有割
合(％)

被所有
割合
(％)

役員の
兼任等
(名)

資金
援助

営業上の取引
設備の
賃貸借

㈱バルカーテクノ 東京都台東区 30
プラント・機器関
連製品事業

100.0 ― 無 無
各事業における製品の販
売をしております。

有

バルカー・ハイパフォ
ーマンス・ポリマーズ
㈱

東京都新宿区 310 機能樹脂製品事業 100.0 ― 無 貸付
樹脂製品の販売をしてお
ります。

有

バルカーセイキ㈱ 愛知県新城市 300 真空関連製品事業 100.0 ― 無 貸付
金属製品の製造をしてお
ります。

有

㈱バルカー シール 
 ソリューションズ

奈良県五條市 90
エラストマー製品
事業

100.0 ― 無 無
ゴム製品の製造及びファ
イバー製品の製造をして
おります。

有

㈱バルカーマテリアル
鹿児島県 
志布志市

50
自動車関連部品事
業

100.0 ― 無 貸付
ファイバー製品の製造を
しております。

有

㈱バンス 東京都町田市 60 機能樹脂製品事業 100.0 ― 無 貸付
樹脂製品の製造をしてお
ります。

有

㈱バルカーエスイーエ
ス

千葉県市原市 30
プラント・機器関
連製品事業

100.0 ― 無 貸付
各事業における製品の販
売をしております。

有

バルカービジネスサー
ビス㈱

東京都新宿区 30 その他 100.0 ― 無 無
当社企業集団の事務管理
をしております。

無

九州バルカー㈱ 福岡県飯塚市 30
エラストマー製品
事業

100.0 ― 無 無
ゴム製品の製造をしてお
ります。

有

㈱バルカーエラストマ
ー

福島県東白川
郡棚倉町

25
エラストマー製品
事業

100.0 ― 無 貸付
ゴム製品の製造をしてお
ります。

有

バルカー興産㈱
大阪府大阪市
西区

20 その他 100.0 ― 無 貸付
不動産の賃貸及び管理等
をしております。

無

三和工業㈱ 愛知県新城市 21
エラストマー製品
事業

55.0 ― 無 貸付
ゴム製品の製造をしてお
ります。

有

バルカーＡＣＬ㈱ 東京都町田市 13 機能樹脂製品事業 100.0 ― 無 貸付
流体制御装置を含む樹脂
製品の製造をしておりま
す。

有

バルカーシール(上海)
有限公司

SHANGHAI 
CHINA

762
プラント・機器関
連製品事業

100.0 ― 無 保証
ファイバー製品の製造を
しております。

無

バルカーインダストリ
ーズ(タイランド)リミ
テッド

SAMUTPRAKARN 
THAILAND

千タイバー
ツ

72,373

プラント・機器関
連製品事業

93.8 ― 無 貸付
ファイバー製品及び金属
製品の製造をしておりま
す。

有

上海バルカーふっ素樹
脂製品有限公司

SHANGHAI 
CHINA

500 機能樹脂製品事業 70.0 ― 無 無
樹脂製品の製造をしてお
ります。

無

VALQUA AMERICA,INC.
CALIFORNIA 
U.S.A.

千米ドル
1,260

プラント・機器関
連製品事業

100.0 ― 無 無
各事業における製品の販
売をしております。

無

台湾バルカー工業股份
有限公司

KAOHSIUN 
GHSIEN 
TAIWAN

千台湾ドル
36,000

プラント・機器関
連製品事業

55.0 ― 無 無
ファイバー製品及び金属
製品の製造をしておりま
す。

無

台湾バルカー国際股份
有限公司

TAIPEI 
TAIWAN

千台湾ドル
11,000

プラント・機器関
連製品事業

100.0 ― 無 保証
各事業における製品の販
売をしております。

無

VALQUA KOREA CO.,LTD
SEOUL 
KOREA

千韓国
ウォン

400,000

プラント・機器関
連製品事業

87.5 ― 無 貸付
各事業における製品の販
売をしております。

有

バルカー(上海)貿易有
限公司

SHANGHAI 
CHINA

千人民元
1,655

プラント・機器関
連製品事業

100.0 ― 無 無
各事業における製品の販
売をしております。

無

VALQUA SINGAPORE 
PTE LTD.

UNITED SQUARE 
SINGAPORE

千シンガポ
ールドル
219

プラント・機器関
連製品事業

100.0 ― 無 無
各事業における製品の販
売をしております。

無



３ バルカー・ハイパフォーマンス・ポリマーズ㈱については、売上高(連結相互間の内部売上高を除く)の連結

売上高に占める割合が10％を超えております。 

 
  

(2) 持分法適用関連会社 

 
(注) 主要な事業の内容欄には、事業部門区分の名称を記載しております。 

  

  

主要な損益情報等 ① 売上高 6,782百万円

② 経常利益 313百万円

③ 当期純利益 181百万円

④ 純資産額 544百万円

⑤ 総資産額 2,995百万円

名称 住所
資本金また
は出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容

所有割
合(％)

被所有
割合
(％)

役員の
兼任等
(名)

資金
援助

営業上の取引
設備の
賃貸借

PT.インドフェーシン
グインドネシア

EASTJAVA 
INDONESIA

千インドネ
シアルピア
3,878,000

自動車関連部品事
業

39.0 ― 無 無
ファイバー製品の製造を
しております。

無



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

 
(注) 従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であり、臨時従業員数は( )内に年間の平均雇用人員を外書きで記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年３月31日現在) 

 
(注) 1 従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は、従業員数の欄の( )内に年間の平均雇用人員を外書きで記載しております。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

４ 従業員数は、執行役員を含めて表示しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、日本バルカーグループユニオンと称し、ＵＩゼンセン同盟に加盟しております。

組合員数は、平成18年３月31日現在545名(一部の国内連結子会社の組合員147名含む)であります。 

なお、労使関係については健全な労使協議制の下に円満な関係を持続しております。 

  

事業部門の名称 従業員数(名)

プラント・機器関連製品事業 627 ( 52)

機能樹脂製品事業 204 ( 39)

エラストマー製品事業 255 ( 83)

自動車関連部品事業 28 ( 29)

真空関連製品事業 55 ( 27)

その他 38 (  1)

全社(共通) 129 ( 16)

合計 1,336 (247)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

379(39) 40.4 13.7 6,747,324



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加等により上半期は堅調

に回復し、下半期は原油高騰の影響等を受けた素材業界の一部に回復の陰りが見られたものの、全体と

しては引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。このような環境下にあって、当社グループは２

００５年度に策定した中期経営計画「Ｎew Ｖalqua Ｓtage Ｔhree」（ＮＶ・Ｓ３）の初年度にあた

り、積極果敢な目標を掲げ営業活動に邁進してまいりました。すなわち、新製品開発力の強化による顧

客満足度の向上および世界各国の有力シールメーカーとのアライアンス（事業提携）関係の強化による

製品ラインアップの充実を図ってまいりました。また、石綿製品による被害が社会問題化しているな

か、自社開発品およびアライアンス品による非石綿製品の供給体制を他社に先駆け整えました。 

さらに、機能樹脂製品事業の戦略拠点として、東京都町田市に新事業所（名称：Ｍ・Ｒ・Ｔセンタ

ー）を完成させました。この新事業所では、機能樹脂製品の開発、製造、品質管理から販売に至るまで

の一貫体制を整え、さらに同事業をグループ全体に横断的に展開することにより、顧客ニーズを的確に

捉えた製品開発のスピードアップを図るほか、半導体分野、電子情報分野といった先端産業分野への取

り組みに対するさらなる強化を図ってまいりました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は、産業全般における景気回復の影響を受けたことに加え、

国内外企業とのアライアンス関係の強化による製品ラインアップの充実、石油化学、石油精製等向けの

メンテナンス需要の伸長による環境対応型シール材の拡販や半導体関連産業からの当社グループ製品に

対する需要増により、前連結会計年度に比べ１９億５千８百万円増の４１２億９千３百万円（前年同期

比５.０％増）となりました。利益につきましても、原価の低減、諸経費の削減等に努めました結果、

経常利益は前連結会計年度に比べ５億４千２百万円増の３４億２千２百万円（前年同期比１８.８％

増）となりました。また、当期純利益は、減損会計導入に伴う特別損失９億４千３百万円を計上したも

のの前連結会計年度に比べ３億５千７百万円増の１８億４千２百万円（前年同期比２４.０％増）とな

りました。 

  

事業部門別の売上状況は、次のとおりであります。 

プラント・機器関連製品事業では、環境対応型シール材等のプラントメンテナンス市場や一般機械市

場への拡販により、前年同期比１７.６％増の１２６億８千４百万円の売上高となりました。 

機能樹脂製品事業では、素材関連製品が昨年度より減収となりましたが、加工品等の半導体・液晶製

造装置用部品、プラントメンテナンス市場向け製品が下支えとなり、全体としては前年同期比１.７％

減の１０８億７千７百万円の売上高となりました。 

エラストマー製品事業では、ふっ素系ゴム製品の半導体・液晶製造装置用部品の販売が伸び悩みまし

たが、アライアンス製品を中心とした一般機器市場への一般ゴム製品の増収があり、結果として前年同

期比０.４％増の９６億７千５百万円の売上高となりました。 

自動車関連部品事業では、市場活況によるオートマチック関連製品、ハーネス製品の増収で、前年同

期比９.６％増の５４億８千３百万円の売上高となりました。 



真空関連製品事業では、ベローズ、真空コンポーネントともに主要市場である半導体・液晶製造装置

向けの減収が大きく影響し、前年同期比２１.1％減の１５億３百万円の売上高となりました。 

その他の売上高は、前年同期比１４.０％増の１０億７千万円となりました。 

なお、所在地別セグメントの売上状況は、次のとおりであります。 

国内においては、石油化学を中心とした景気回復と新製品、アライアンス製品による売上増により、

売上高は前年同期比２.４％増の３７４億６千２百万円、営業利益は前年同期比９.８％増の２８億２千

２百万円となりました。 

アジア地区においては、特に中国と台湾での販売増が寄与し、売上高は前年同期比３８.９％増の３

５億６千７百万円、営業利益は前年同期比１０７.５％増の４億１千８百万円となりました。 

北米地区においては、販売組織の拡充をもって半導体・液晶市場への販売増を図った結果、売上高は

前年同期比４５.３％増の２億６千３百万円となりましたが、販売費及び一般管理費の増加により、営

業利益は前年同期比５９.５％減の５千３百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前年同期と比べ６億１千３百万円増加の３３億２千

３百万円（２２.６％増）となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前年同期と比べ２億６千６百万円減少の３６億６

千７百万円となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、前年同期と比べ１５億８千６百万円減少の７億５千

７百万円となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは、前年同期と比べ１７億８千４百万円増加の２３億９

千７百万円となりました。 

  

なお、キャッシュ・フローの詳細は、「７ 財政状態及び経営成績の分析 (3) 資本の財源及び資

金の流動性についての分析」に記載しております。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注)１ 金額は、販売価格によっております。 
  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(2) 仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  ２ 仕入実績については、売上高に占める割合が増加したため、当連結会計年度より記載をしております。 
  なお、前年同期との比較は行なっておりません。 

  

(3) 受注実績 

 当連結会計年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(4) 販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％)

 プラント・機器関連製品事業 2,771 23.8

 機能樹脂製品事業 3,451 △0.3

 エラストマー製品事業 7,194 △12.0

 自動車関連部品事業 2,414 △17.8

 真空関連製品事業 1,398 △22.6

合  計 17,230 △7.5

事業部門 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

 プラント・機器関連製品事業 6,121 －

 機能樹脂製品事業 5,827 －

 エラストマー製品事業 2,143 －

 自動車関連部品事業 2,604 －

 真空関連製品事業 14 －

 その他 940 －

合  計 17,652 －

事業部門
受注高 受注残高

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

 プラント・機器関連製品事業 12,910 18.2 846 36.4

 機能樹脂製品事業 11,188 0.1 1,152 37.0

 エラストマー製品事業 9,741 2.6 839 8.5

 自動車関連部品事業 5,456 9.2 126 △17.2

 真空関連製品事業 1,482 △23.4 251 △7.6

 その他 1,045 11.5 42 △36.8

合  計 41,825 6.0 3,259 19.5

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

 プラント・機器関連製品事業 12,684 17.6

 機能樹脂製品事業 10,877 △1.7

 エラストマー製品事業 9,675 0.4

 自動車関連部品事業 5,483 9.6

 真空関連製品事業 1,503 △21.1

 その他 1,070 14.0

合  計 41,293 5.0



３ 【対処すべき課題】 

  今後のわが国経済は、個人消費の回復に見られるように国内民間需要が若干緩やかではあるものの伸

び続けており、景気は全般的に息の長い回復傾向を続けるものと予測されます。 

  このような環境下にありまして、当社グループといたしましては、中期経営計画「Ｎew Ｖalqua Ｓ

tage Ｔhree」（ＮＶ・Ｓ３）の集大成の年度として、個別戦略毎の実行計画について、積極かつ果敢

に挑戦しその達成に邁進する所存であります。特に、本年１月に完成したＭ・Ｒ・Ｔセンターに設置さ

れた人材開発センターを中心に、「人材開発宣言」および「人材開発方針」に基づいた研修体制を充実

発展させ、さらなる成長の中核となる人材育成について強化を図ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

  有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社および連結子

会社）が判断したものであります。 

  

(1)新製品開発について 

当社グループは、研究開発活動を積極的に展開し、シール製品業界においては先駆的な役割を果た

しております。そして、将来の成長のためにも、新製品開発および販売強化が一層重要であることを

認識しております。しかしながら、研究開発テーマの全てが順調に進捗し、その製品化が実現できる

ものでは必ずしもありません。途中で開発を断念したり、予測通りの販売量を確保できない場合もあ

り得るものであります。新製品開発の結果次第では、当社グループの業績および財政状態に影響を与

える場合があります。 

  

(2)石綿問題について 

当社グループは、他社に先駆け自社開発品およびアライアンスによる石綿代替品の品揃えを完了い

たしましたので、現在は石綿含有製品の製造は一切行なっておりません。当社グループといたしまし

ては、今後は、石綿代替品の販売について需要家の皆さまのご理解を頂くべく、強力な販売活動を展

開していく所存であります。 

今般、石綿による健康障害に関し「石綿による健康被害の救済に関する法律」が制定されました。

今後、同法に基づく被害者救済策が講じられる予定であります。また、当社の対応といたしまして

は、以下の措置を講じております。 

・石綿関連の質問や相談に応じるため「アスベスト対策室」を設け、アスベスト相談窓口を開設いた

しました。 

・元従業員に対しての特別補償に関連する社内規定を制定いたしました。 

・元従業員および現在の従業員のうち、希望された方には会社費用で健康診断を実施いたしました。

・当社のホームページでアスベストに関する情報を掲示・提供しております。 

「石綿による健康被害の救済に関する法律」による特別拠出金の負担および上述の当社規定による

補償金や見舞金の支払いが当社の財務状況に影響を与える可能性があります。 

 なお、現在までのところ、健康障害が出ているのは、当社または当社関連会社の元従業員の方のみ

であり、当社または当社関連会社の工場の周辺住民の方で、石綿による健康被害を受けたと申し出ら

れた方は確認されておりません。 

  

(3)為替相場の変動について 

当社グループは、海外現地法人による生産および販売を通じて、多くの輸出入取引を行なっており

ます。人民元の切上げ問題等、取引に伴う為替の変動リスクについては、これを極小にすべく細心の

注意を払っておりますが、そのリスクの全てを完全に排除することは不可能であり、場合によって

は、当社グループの業績および財政状態に影響を与える場合があります。 

  

(4)海外進出に潜在するリスクについて 



当社グループは、生産および販売活動の一部を、米国および中国を始めとする東南アジア等の海外

で行なっており、生産および販売のための現地法人の設立、現地企業への投資を行なう等の方法によ

り海外市場への事業進出を行なっております。これら海外進出には、①現地政府による突発的な法規

制、②政治的、経済的または社会的な混乱、③雇用環境の悪化等のリスクが含まれております。これ

らの事象は、当社グループの業績および財政状態に影響を与える場合があります。 

  

(5)他社との業務提携等の成否について 

当社グループは、新製品開発力の強化はもとより、アライアンスによる製品ラインアップの充実を

目的に、製品販売機能を強化するための業務提携を積極的に行なっております。今後も引き続きこの

方針を進めていく予定ですが、当初は想定していなかった事情によって提携先との相互不一致が生じ

る可能性もあり、その場合には、当初予測通りの結果を得ることはできず、当社グループの業績およ

び財政状態に影響を与える場合があります。 

  

(6)製品の欠陥について 

当社グループでは、厳格な品質管理基準に従い製品の製造を行なっておりますが、全ての個々の製

品についての欠陥の発生およびそれに起因する事故の発生の可能性を払拭することはできません。ま

た、製造物責任保険（ＰＬ保険）への加入により事故の影響を最小化するように考えておりますが、

当社グループが負担する最終的な賠償額の全てを担保することができるという保証はありません。多

額の賠償に繋がるような製品の欠陥の発生は、ブランドに大きな損失を与え、その結果として売上高

の減少、収益の悪化原因となり、当社グループの業績および財政状態に影響を与える場合がありま

す。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(提出会社) 

（1）技術提携契約 

真空ゲートバルブのシール材に関する技術提携契約等 

   

（2）製品売買契約 

独占販売権の保有契約 

① 相手方の名称 スイス国VAT社(VAT Vakuumventile AG)

② 契約品目 半導体製造装置用ゲートバルブのスペアゲートに搭載するシール材特殊成形

技術の供与とこれらに関連する諸契約

③ 契約内容 技術供与などを柱とする包括的な業務提携

④ 契約期間 自 2001年８月22日 至 2008年６月30日

① 相手方の名称 米国ガーロック社(GARLOCK SEALING TECHNOLOGIES,LLC）

② 契約品目 当社及びガーロック社の主要ブランド製品

③ 契約内容 ガーロック社がアメリカ(北米、南米及び中米)における当社主要ブランド製

品の独占販売権を、当社が日本、韓国、台湾におけるガーロック社主要ブラ

ンド製品の独占販売権をそれぞれ保有する契約

④ 契約期間 自 2003年７月11日 至 2006年７月10日 

(満了日以降は１年毎の自動更新）



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、高度なシール技術と機能樹脂加工技術を核としたトータルシールエンジニアリング

により市場ニーズに基づく、スピードを重視した製品開発、技術開発を行なっております。 

当連結会計年度においては、当社グループ長期戦略「ＢＥＧＩＮ∞２０１０プラン」および中期計画

「Ｎew Ｖalqua Ｓtage Ｔhree」（ＮＶ・Ｓ３）に基づき、半導体や情報通信、環境、エネルギー

など成長分野を視野に入れて、ふっ素樹脂、エラストマー、無機物などの各種素材からの加工品の設計

と材料加工技術、評価技術を活かして、顧客の高度な要求に答えることができる高機能製品を開発する

一方で、より長期的な視点に立った研究を行なってまいりました。 

 さらに、開発スピードの向上を図るべく、事業部、開発部門、生産子会社が一体となった開発を推進

するとともに、顧客、大学、原料メーカー、加工メーカーとの共同開発の推進を図っております。ま

た、中国市場においても、現地の研究開発拠点を活用し中国市場向けの製品開発を推進しております。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、１１億３千万円であります。各製品事業毎の

研究開発の概要は次のとおりでありますが、研究開発費の金額については、研究テーマが事業部門をま

たがっている等のため、記載を省略しております。 

  

(1)プラント・機器関連製品事業 

当社グループでは、非石綿で高温でも熱劣化や経時劣化しないシートガスケット「ブラックハイパ

ー」など非石綿製品開発を進めてまいりましたが、当連結会計年度では社会的な要請に答え、ガスケッ

ト、グランドパッキンの全製品の非石綿化ラインアップを完了致しました。引き続き、一層の性能向上

を図るべく開発を継続しております。 

  

(2)機能樹脂製品事業 

半導体製造装置関連ならびに情報通信関連のふッ素樹脂成型製品、電子・電気関連の複合材料、ＯＡ

機器関連など高機能樹脂材料の開発を継続して行なっております。 

 また、新たに環境ビジネスへの取り組みも開始しました。主な成果としては、記憶装置、ＯＡカラー

機種用ふッ素樹脂応用製品の実用化等があります。 

  

(3)エラストマー製品事業 

エラストマー材料の高機能化のため、材料最適化技術およびシール設計技術を駆使して顧客の使用条

件の高度化に対応した製品を開発してまいりました。主な成果としては、半導体製造装置用に使用され

る、新規ＦＦＫＭシール材（ＦＬＵＯＲＩＴＺ－ＷＲ）、複合シール（ＶＩＣＴＲＡ－ＥＲ）を上市

し、製品ラインナップに追加いたしました。 

  

(4)自動車関連部品事業 

主として生産管理部とグループ会社の(株)バルカーエラストマーを中心に、コストダウンと品質向上

のための生産技術開発および製品開発を行なっております。 

  

(5)真空関連製品事業 

先端産業開発部とグループ会社のバルカーセイキ(株)を拠点として、真空機器の設計、加工技術開発

や製品開発を行なっております。主な成果としては、当社のコア技術であるシール設計技術を活用し高

性能でコスト競争力のあるＦＰＤ製造装置用大型のゲートバルブの開発があげられます。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

① 概要 

当連結会計年度の経済状況は、企業収益の改善や民間設備投資の増加等により上半期は堅調に回復

し、下半期は原油高騰の影響等を受けた素材業界の一部に回復の陰りが見られたものの、全体としては

引き続き緩やかな回復基調で推移いたしました。 

このような環境の下、当社グループは、新製品開発力の強化による顧客満足度の向上および世界各国

の有力シールメーカーとのアライアンス（事業提携）関係の強化による製品ラインアップの充実を図る

とともに、他社に先駆けて、自社開発品およびアライアンス品による非石綿製品の供給体制を整える

等、国内外において積極的な活動を展開してまいりました。 

これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高、利益ともに前連結会計年度を上回りました。 

② 売上高の概況 

売上高につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要」と「２ 生産、受注及び販売の状

況」に記載のとおりであります。 

③ 営業利益 

売上原価は、売上高の増加に伴い、前連結会計年度に比べ１０億８千万円増の２７６億８千１百万円

（４.１％増）となりました。売上原価率においては、生産効率の改善や総コストの削減に努めた結

果、前連結会計年度に比べ０.６ポイント改善し６７.０％となりました。 

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ４億６千万円増の１０１億３千万円（４.８％増）

となりました。これは主に、「Ｎew Ｖalqua Ｓtage Ｔhree（ＮＶ・Ｓ３）」の経営戦略に掲げている

研究開発投資・海外事業の強化・事業領域の拡大等のための積極的な人材採用による人件費の増加等に

よるものであります。販売費及び一般管理費比率は経費削減に努めた結果、前連結会計年度横這いの２

４.６％となりました。 

これらの結果、営業利益は、前連結会計年度に比べ４億１千７百万円増の３４億８千２百万円（１

３.６％増）となり、売上高営業利益率は、前連結会計年度の７.８％から８.４％に上昇しました。 

④ 経常利益 

営業外損益は、前連結会計年度の△１億８千４百万円（純額）から△５千９百万円（純額）となりま

した。これは主に、為替差益等の増加によるものであります。 

これらの結果、経常利益は、前連結会計年度に比べ５億４千２百万円増の３４億２千２百万円（１

８.８％増）となり、売上高経常利益率は、前連結会計年度の７.３％から８.３％に上昇しました。 

⑤ 当期純利益 

特別損益は、前連結会計年度の△７億６千２百万円（純額）から、△１１億４千８百万円（純額）と

なりました。これは主に、固定資産の減損に係る会計基準を適用することにより発生した特別損失９億

４千３百万円を計上したことによるものであります。この結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会

計年度に比べ１億５千５百万円増の２２億７千４百万円（７.４％増）となりました。 

これらの結果、当期純利益は、前連結会計年度に比べ３億５千７百万円増の１８億４千２百万円（２

４.０％増）となり、総資産純利益率（ＲＯＡ）および株主資本純利益率（ＲＯＥ）は、前連結会計年

度に比べそれぞれ０.９ポイント、１.３ポイント改善し４.９％、９.９％を達成しました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当連結会計年度の連結貸借対照表における総資産は、前連結会計年度に比べ３千２百万円減少して３

７７億２千７百万円となりました。株主資本は、１９億８千９百万円増加し、１９６億７千７百万円と

なり、株主資本比率は５.４ポイント増加し、５２.２％となりました。  

増減の主な内容は、流動資産では現金及び預金で６億３千８百万円の増加と、たな卸資産の３億５千

１百万円の減少がありました。固定資産では、有形固定資産の一部について減損損失を９億４千３百万

円計上し、さらに、土地の売却等もあり有形固定資産全体で１２億４千６百万円減少しました。 



一方、投資その他の資産では、投資有価証券が１２億円増加しました。 

流動負債および固定負債では、長期・短期借入金を返済した結果、借入金全体で１９億８千万円減少

しました。また、固定負債のその他で３億６千４百万円の減少がありました。 

株主資本では、ストックオプションの権利行使により資本金および資本剰余金がそれぞれ１億６千７

百万円増加しました。 

  

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前年同期と比べ６億１千３百万円増加の３３億２千

３百万円（２２.６％増）となりました。この増加要因は、フリーキャッシュフローを高め、流動性の

安定向上と内部留保の確保に努めた結果によるものであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、３６億６千７百万円となりました。 

 これは主に、税金等調整前当期純利益２２億７千４百万円、非資金費用である減価償却費１１億２百

万円、減損損失の計上９億４千３百万円、たな卸資産の減少３億７千９百万円等によるものでありま

す。 

 この結果、営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前期に比べ２億６千６百万円減少しま

した。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、７億５千７百万円となりました。 

これは主に、有形固定資産の取得による支出７億１千８百万円と投資有価証券の取得による支出４億２

千６百万円等があり、一方、有形固定資産や投資有価証券の売却による収入３億９千９百万円がありま

した。 

 この結果、投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは、前期に比べ１５億８千６百万円減少しま

した。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動に使用されたキャッシュ・フローは、２３億９千７百万円となりました。 

これは主に、借入金１９億９千６百万円の返済と配当金の支払い７億円のほか、株式の発行による収入

３億３千５百万円によるものであります。 

 この結果、財務活動に使用されたキャッシュ・フローは、前期に比べ１７億８千４百万円増加しまし

た。 

  

(4) 戦略的現状と見通し 

当社グループは、これまで長期ビジョン「ＢＥＧＩＮ∞２０１０プラン」の実現に向けて、多様な経

営施策を実行してまいりました。特に、２００２年度までの３年間についてはグループ中期経営計画

「Ｎew Ｖalqua Ｓtage Ｏne（ＮＶ・Ｓ１）」を、これに続く２００４年度までの２年間については

「Ｎew Ｖalqua Ｓtage Ｔwo（ＮＶ・Ｓ２）」をそれぞれ策定し、「技術とブランド力を基盤に顧客価

値を創造し続ける企業」を目指して、目標とする経営指標に向けて積極果敢な挑戦を行なってまいりま

した。 

本２００６年度は、２００５年度からの２年間にわたる「Ｎew Ｖalqua Ｓtage Ｔhree（ＮＶ・Ｓ

３）」の最終年度にあたり、「次なる大飛躍に向けた確固たる基盤作り」をテーマに、 

① 環境・顧客の変化に対応した素早いソリューション事業の展開 

② 新製品の開発、アライアンスの充実、コア製品の強化による事業領域の拡大 

③ 持続的成長のための研究開発投資の強化 

④ 海外事業のさらなる強化 

⑤ 積極的なグループの人材開発と組織の活性化 

－「人材開発宣言」ならびに「人材開発方針」の設定 

を基本方針として、これら方針に基づく具体的な戦略別実行計画を策定しております。 

  



(5) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループを取り巻く経営環境につきましては、「第２ 事業の状況 ３ 対処すべき課題」と

「４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

今後の方針としましては、中期経営計画「Ｎew Ｖalqua Ｓtage Ｔhree」（ＮＶ・Ｓ３）に掲げられ

た経営目標の達成に向けて諸施策を着実に実行することにより、平成１９年３月期における売上高営業

利益率９.１％、総資産純利益率（ＲＯＡ）５.８％および株主資本純利益率（ＲＯＥ）１０.７％を目

標値としております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループの設備投資につきましては「選択と集中化」の戦略のもと、重点戦略事業(製品)を中心と

したグループ全体の投資効率を勘案し実施しております。 

 当連結会計年度は、素材関連製品等の機能樹脂製品事業、半導体産業向けの高機能ふっ素ゴム等のエラ

ストマー製品事業およびオイルシート等の自動車関連部品事業を中心に、全体で６億２千５百万円(完工

ベース)の設備投資を実施しました。 

 事業部門別の投資内容につきましては、以下のとおりであります。 

  

 
  

プラント・機器関連製品事業では、中国の生産子会社であるバルカーシール(上海)有限公司において、

バルカロン製造設備の導入やシール研究所設備の拡充を行ないました。 

 機能樹脂製品事業では、当社およびバルカー・ハイパフォーマンス・ポリマーズ㈱の研究開発の試験設

備や上海バルカーふっ素樹脂製品有限公司の素材の製造及び加工設備の更新・新設を行ないました。 

 エラストマー製品事業では、当社の研究開発の試験設備、㈱バルカーエラストマーおよび九州バルカー

㈱のゴム製品製造設備や金型の更新・新設を行ないました。 

 自動車関連部品事業では、㈱バルカー シール ソリューションズのオイルシート製造設備や金型の更

新・新設を行ないました。 

 真空関連製品事業では、バルカーセイキ㈱の製造および試験設備の更新・新設を行ないました。  

  

  

  

  

  

  

(事業部門) (当連結会計年度)

プラント・機器関連製品事業 122百万円

機能樹脂製品事業 141百万円

エラストマー製品事業 140百万円

自動車関連部品事業 140百万円

真空関連製品事業 26百万円

その他 54百万円

    合計 625百万円



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

(平成18年3月31日現在) 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品並びに建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費

税等は含んでおりません。 

   ２ 主要な設備で現在休止中のものはありません。 

   ３ 従業員数の( )は、平成18年3月31日現在の臨時従業員数を外書きしております。 

４ 提出会社の研究所等の中には、子会社に対する次の賃貸設備が含まれております。 

 
５ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業部門等 設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

大阪事業所 
(大阪府大阪市西区)

西日本地区の
販売業務

販売設備 910 －
1
(0)

8 920
82
(3)

研究所等 
(奈良県五條市等)

各事業の研究
等

研究設備 
賃貸設備

2,354 332
1,523
(105)

137 4,347
55
(3)

外注委託生産工場 
(大阪府八尾市)

プラント・機
器関連製品事
業

プラント・機
器関連製品設
備

117 60
717
(4)

9 904
－
(－)

外注委託生産工場 
(愛知県新城市)

自動車関連部
品事業

自動車関連部
品生産設備

151 3
87
(34)

0 243
－
(－)

Ｍ・Ｒ・Ｔセンター 
(東京都町田市)

機能樹脂製品
事業

販売、生産、
研究開発及び
人材開発設備

2 －
957
(16)

6 966
43
(4)

向ヶ丘社宅等 
(神奈川県川崎市等)

その他
厚生施設社宅
等

212 －
97
(9)

6 316
－
(－)

所在地

帳簿価額(百万円)

建物 
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

福島県東白川郡棚倉町他 60 0
9
(1)

12 83

奈良県五條市 1,298 4
1,197
(39)

0 2,500

福岡県飯塚市 240 －
286
(54)

－ 527

鹿児島県志布志市他 136 1
29
(10)

1 169

事業所名(所在地) 事業部門等 設備の内容
年間賃借料及び
リース料(百万円)

従業員数 
(名)

本社、東京事業所 
（東京都新宿区）

―
事務・販 売設

備
187 112

Ｍ・Ｒ・Ｔセンター 
(東京都町田市)

機能樹脂製品

事業

販 売、生 産、

研究開発及び

人材開発設備

31 43



(2) 国内子会社 

(平成18年3月31日現在) 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品並びに建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費

税等を含んでおりません。 

２ 主要な設備で現在休止中のものはありません。 

３ 従業員数の( )は、平成18年3月31日現在の臨時従業員数を外書きしております。 

４ 土地の［ ］は、賃借している土地の面積を外書きしております。 

５ 上記の他、主要な設備のうち連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

 
  

(3) 在外子会社 

(平成18年3月31日現在) 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品並びに建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費

税等は含んでおりません。 

２ 主要な設備で現在休止中のものはありません。 

３ 従業員数の( )は、平成18年3月31日現在の臨時従業員数を外書きしております。 

４ 土地の［ ］は、賃借している土地の面積を外書きしております。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業部
門等

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

㈱バルカー 
シール ソリ
ューションズ

本社工場 
(奈良県五條市)

エラスト
マー製品
事業

生産設備 － 1
－
[39]

49 50
33
(46)

貸与設備 
(愛知県新城市)

自動車関
連部品事
業

生産設備 18 152
－
[－]

52 223
－
(－)

㈱バルカーエ
ラストマー

棚倉工場 
東工場 
(福島県東白川
郡棚倉町他)

エラスト
マー製品
事業

生産設備 37 37
－
[1]

54 129
92
(22)

バルカーセイ
キ㈱

本社工場 
(愛知県新城市)

真空関連
製品事業

生産設備 242 71
343
(7)

33 691
41
(22)

貸与設備 
(静岡県浜松市)

真空関連
製品事業

研究開発
設備

203 11
－
[－]

2 217
－
(－)

バルカー・ハ
イパフォーマ
ンス・ポリマ
ーズ㈱

本社事務所 
(東京都町田市)

機能樹脂
製品事業

販売設備 17 36
－
(－)

51 105
51
(5)

会社名 事業部門等 設備の内容
年間リース料
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

㈱バルカー シール 
ソリューションズ

エラストマー製品事業 
自動車関連部品事業

生産設備 77 281

会社名
事業所名 
(所在地)

事業部
門等

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

上海バルカー
ふっ素樹脂製
品有限公司

本社工場 
(SHANGHAI 
CHINA)

機能樹脂
製品事業

生産設備 184 170
－
(－)
[11]

6 361
86
(22)

バルカーイン
ダストリーズ
(タイランド)
リミテッド

本社工場 
(SAMUTPRAKARN  
THAILAND)

プ ラ ン
ト・機 器
関連製品
事業

生産設備 32 80
16
(11)

8 137
113
(－)

台湾バルカー
工業股份有限
公司

本社工場 
(KAOHSIUN  
GHSIEN TAIWAN)

プ ラ ン
ト・機 器
関連製品
事業

生産設備 62 28
9
(8)

5 105
45
(－)

バルカーシー
ル(上海)有限
公司

本社工場 
(SHANGHAI 
CHINA)

プ ラ ン
ト・機 器
関連製品
事業

生産設備 496 545
－
(－)
[28]

205 1,246
226
(21)



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの設備計画については、平成１７年４月より２年間にわたる中期経営計画(ＮＶ・Ｓ３)の

生産計画、需要予測、キャッシュ・フロー計画、利益に対する投資割合等を総合的に勘案して計画してお

ります。設備計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、グループ全体の設備投資の効

率化を図るため、当社より連結子会社に一部設備の貸与を行なっております。 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等に係る設備投資予定額は２１億円であり、そ

の所要資金は自己資金及び借入金で充当する予定であります。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) ※の設備につきましては、リース契約を締結する計画が含まれております。 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の売却・除却等の計画はありません。 

  

会社名 事業所名 所在地 事業部門等 設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

当社 研究所等
奈良県五
條市他

各事業の研
究等

研究開発及
び情報化関
連設備等 
  ※

786 － 自己資金
平成 18 年
4月

平 成 19 年 
3月

   －

バルカーシ
ール(上海)
有限公司

本社工場
SHANGHAI 
CHINA

プラント・
機器関連製
品事業

生産設備 454 －
長期借入
金

平成 18 年
4月

平 成 19 年 
3月

若干の増加

研究所
SHANGHAI 
CHINA

各事業の研
究

研究開発設
備

133 －
長期借入
金

平成 18 年
4月

平 成 19 年 
3月

   －

㈱バルカー
シール ソ
リューショ
ンズ

本社工場
奈良県五
條市

エラストマ
ー製品事業

生産設備 
  ※

211 － 自己資金
平成 18 年
4月

平 成 19 年 
3月

若干の増加

㈱バルカー
エラストマ
ー

棚倉工場 
東工場

福島県東
白川郡棚
倉町他

エラストマ
ー製品事業

生産設備 
  ※

140 7 自己資金
平成 18 年
3月 

平 成 19 年 
3月

若干の増加

バ ル カ ー 
セイキ㈱

本社工場
愛知県新
城市

真空関連製
品事業

生産設備 
  ※

105 2
長期借入
金

平成 17 年
12月 

平 成 19 年 
3月

若干の増加

九州バルカ
ー㈱

本社工場
福岡県飯
塚市

エラストマ
ー製品事業

生産設備 
  ※

78 － 自己資金
平成 18 年
4月 

平 成 19 年 
3月

若干の増加

上海バルカ
ーふっ素樹
脂製品有限
公司

本社工場
SHANGHAI 
CHINA

機能樹脂製
品事業

生産設備 53 － 自己資金
平成 18 年
4月 

平 成 19 年 
3月

若干の増加



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 新株予約権 
  

 
 (注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割および時価を下回る価格で普通株式を発行するときは、次の算式に

より発行価格を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 340,000,000

計 340,000,000

種類

事業年度末現在 

発行数(株) 

(平成18年３月31日)

提出日現在 

発行数(株) 

(平成18年６月21日)

上場証券取引所名また 

は登録証券業協会名
内容

普通株式 89,421,668 89,899,668
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 89,421,668 89,899,668 ― ―

株主総会の特別決議日（平成13年６月28日)

事業年度末現在 

(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 

(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個）  826  (注)１     365  (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 826,000 365,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 225 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成15年６月29日 

至 平成18年６月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   225 

資本組入額  113
同左

新株予約権の行使の条件

  対象者は、当社の取締役また
は使用人たる地位を失った後
も、これを行使することができ
る。また、対象者が死亡した場
合は、相続人がこれを行使する
ことができる。
 この他、権利行使の条件は、
本株主総会決議および取締役会
決議に基づき、当社と対象者と
の間で締結する権利付与契約に
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 対象者は、付与された権利を
第三者に譲渡、質入れその他の
処分をすることができない。

同左

調整後

発行価額
＝
調整前

発行価額
×

既発行普

通株式数
＋
新規発行普通株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の普通株式の株価

既発行普通株式数＋分割・新規発行による増加普通株式数



 
 (注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割および時価を下回る価格で普通株式を発行するときは、次の算式に

より発行価格を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成14年６月27日)

事業年度末現在 

(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 

(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個）  656  (注)１  652  (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 656,000 652,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 154 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成16年７月１日 

至 平成19年６月28日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格   154 

資本組入額   77
同左

新株予約権の行使の条件

  対象者は、当社または当社の
子会社の取締役もしくは当社従
業員たる地位を失った後も、こ
れを行使することができる。ま
た、対象者が死亡した場合は、
相続人がこれを行使することが
できる。
 この他、権利行使の条件は、
本株主総会決議および取締役会
決議に基づき、当社と対象者と
の間で締結する権利付与契約に
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 対象者は、付与された権利を
第三者に譲渡、質入れその他の
処分をすることができない。

同左

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

既 発 行 

株 式 数
＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の普通株式の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



  

 
 (注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割および時価を下回る価格で普通株式を発行するときは、次の算式に

より発行価格を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成15年６月18日)

事業年度末現在 

(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 

(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個）      1,656 (注)１    1,643 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,656,000 1,643,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 306 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成17年７月１日 

至 平成20年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格    306 

資本組入額   153
同左

新株予約権の行使の条件

 対象者は、当社または当社の
子会社の取締役もしくは当社監
査役または当社従業員たる地位
を失った後も、これを行使する
ことができる。また、対象者が
死亡した場合は、相続人がこれ
を行使することができる。
  この他、権利行使の条件は、
本株主総会決議および取締役会
決議に基づき、当社と対象者と
の間で締結する権利付与契約に
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
 対象者は、付与された権利を
第三者に譲渡、質入れその他の
処分をすることができない。

同左

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

既 発 行 

株 式 数
＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の普通株式の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割および時価を下回る価格で普通株式を発行するときは、次の算式に

より発行価格を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

株主総会の特別決議日（平成16年６月17日）

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個） 2,147 (注)１ 2,147 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,147,000 2,147,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 283 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成18年７月１日
至 平成21年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  283
資本組入額   142

同左

新株予約権の行使の条件

   対象者は、当社または当社の
子会社の取締役もしくは当社監
査役または当社従業員たる地位
を失った後も、これを行使する
ことができる。また、対象者が
死亡した場合は、相続人がこれ
を行使することができる。
   この他、権利行使の条件は、
本株主総会決議および取締役会
決議に基づき、当社と対象者と
の間で締結する権利付与契約に
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
  対象者は、付与された権利を
第三者に譲渡、質入れその他の
処分をすることができない。

同左

調整後 

行使価額
＝

調整前 

行使価額
×
既 発 行 

株 式 数
＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の普通株式の株価

既発行株式数＋分割・新規株式数による増加株式数



  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権発行後に当社が株式の分割および時価を下回る価格で普通株式を発行するときは、次の算式によ

り発行価格を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 欠損填補による減少であります。 

２ 新株予約権の行使による増加であります。 

３ 平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が478千

株、資本金が54百万円及び資本準備金が53百万円増加しております。 

  

株主総会の特別決議日（平成17年６月21日）

事業年度末現在
(平成18年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日)

新株予約権の数（個） 2,090 (注)１ 2,090 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,090,000 2,090,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 339 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自 平成19年７月１日
至 平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  339
資本組入額   170

同左

新株予約権の行使の条件

  対象者は、当社または当社の
子会社の取締役もしくは当社監
査役または当社従業員たる地位
を失った後も、これを行使する
ことができる。また、対象者が
死亡した場合は、相続人がこれ
を行使することができる。 
  この他、権利行使の条件は、
本株主総会決議および取締役会
決議に基づき、当社と対象者と
の間で締結する権利付与契約に
よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
  対象者は、付与された権利を
第三者に譲渡、質入れその他の
処分をすることができない。

同左

調整後 

行使価額
＝
調整前 

行使価額
×
既 発 行 

株 式 数
＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の普通株式の株価

既発行株式数＋分割・新規株式数による増加株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成13年６月28日(注)１ ― 86,011,668 ― 13,100 △7,072 3,345

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日(注)２

552,000 86,563,668 53 13,154 52 3,398

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日(注)２

1,190,000 87,753,668 113 13,267 112 3,510

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日(注)２

1,668,000 89,421,668 167 13,435 167 3,677



(4) 【所有者別状況】 

(平成18年３月31日現在) 

 
(注) １ 自己株式287,582株は「個人その他」に287単元及び「単元未満株式の状況」に582 株を含めて記載しており

ます。なお、自己株式287,582株は株主名簿上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式は286,582株

であります。 

２ 「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が3単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

(平成18年３月31日現在) 

 
(注) 上記住友信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は331千株であります。 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) － 55 34 219 34 7 9,535 9,884 ―

所有株式数 
(単元)

－ 30,259 1,816 13,690 2,708 43 39,940 88,456 965,668

所有株式数 
の割合(％)

－ 34.21 2.05 15.48 3.06 0.05 45.15 100.00 ―

氏名または名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,937 7.76

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,431 3.84

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 2,689 3.01

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 2,331 2.61

瀧澤 利一 東京都世田谷区 1,635 1.83

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番３号 1,617 1.81

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,452 1.62

ダイキン工業株式会社
大阪府大阪市北区中崎西二丁目４番１２号 

梅田センタービル
1,425 1.59

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 1,405 1.57

瀧澤 椎子 東京都世田谷区 1,347 1.51

計 ― 24,271 27.14



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
(平成18年３月31日現在) 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権３個）含

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己保有株式が次のとおり含まれております。 

自己保有株式          582株 

  

② 【自己株式等】 
(平成18年３月31日現在) 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式      286,000

―
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式   88,170,000 88,170 同上

単元未満株式 普通株式     965,668 ― 同上

発行済株式総数 89,421,668 ― ―

総株主の議決権 ― 88,170 ―

所有者の氏名 
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数の
合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）

日本バルカー工業株式会社

東京都新宿区西新宿 

二丁目１番１号
286,000 ― 286,000 0.32

計 ― 286,000 ― 286,000 0.32



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株引受権方式によるストックオプション制度を採用しております。 
当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項及び当社定款の規定に基づき、新株式を発行する方法によ
り、平成13年６月28日における取締役、執行役員及び執行役員待遇並びに一部の従業員に対して新株引
受権を付与することを、平成13年６月28日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 
当該制度の内容は、次のとおりであります。 
  

 
(注) 新株予約権発行後に当社が株式の分割および時価を下回る価格で普通株式を発行するときは、次の算式により

発行価格を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
  

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 
当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20並びに商法第280条ノ21の規定に基づき、当社及び当社
子会社の取締役並びに当社従業員に対し新株予約権を無償で発行することを、平成14年６月27日の定時
株主総会において特別決議されたものであります。 
当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
(注) 新株予約権発行後に当社が株式の分割および時価を下回る価額で普通株式を発行するときは、次の算式により

発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
  

決議年月日 平成13年６月28日

付与対象者の区分及び人数（名）

取締役 ４ 

執行役員及び執行役員待遇 12 

従業員 27

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調整後

発行価額
＝
調整前

発行価額
×

既発行普

通株式数
＋
新規発行普通株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の普通株式の株価

既発行普通株式数＋分割・新規発行による増加普通株式数

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役 ４ 

当社執行役員及び執行役員待遇 10 

当社従業員及び子会社取締役 38

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調 整 後

行使価額
＝
調 整 前

行使価額
×

既 発 行 

株 式 数
＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の株式の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20並びに商法第280条ノ21の規定に基づき、当社または当
社の子会社の取締役もしくは当社監査役または従業員に対し新株予約権を無償で発行することを、平成
15年６月18日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 
当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
(注) 新株予約権発行後に当社が株式の分割および時価を下回る価額で普通株式を発行するときは、次の算式により

発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
  
当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20並びに商法第280条ノ21の規定に基づき、当社または当
社の子会社の取締役並びに従業員もしくは当社監査役に対し新株予約権を無償で発行することを、平成
16年６月17日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 
当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
(注) 新株予約権発行後に当社が株式の分割および時価を下回る価額で普通株式を発行するときは、次の算式により

発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
  

決議年月日 平成15年６月18日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役 ４ 

当社監査役 ４ 

当社執行役員 ９ 

当社従業員及び子会社取締役 45

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調 整 後

行使価額
＝
調 整 前

行使価額
×

既 発 行 

株 式 数
＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の株式の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

決議年月日 平成16年６月17日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役 ４ 

当社監査役 ４ 

当社執行役員 13 

当社従業員並びに子会社取締役及び従業員 50

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調 整 後

行使価額
＝
調 整 前

行使価額
×

既 発 行 

株 式 数
＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の株式の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数



当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20並びに商法第280条ノ21の規定に基づき、当社または当
社の子会社の取締役並びに従業員もしくは当社監査役に対し新株予約権を無償で発行することを、平成
17年６月21日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 
当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
(注) 新株予約権発行後に当社が株式の分割および時価を下回る価額で普通株式を発行するときは、次の算式により

発行価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
  

当該制度は、会社法第236条、第238条および第239条の規定に基づき、当社取締役、監査役、執行役
員および従業員ならびに当社子会社の取締役および従業員に対し新株予約権を無償で発行することを、
平成18年６月20日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 
当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
(注) 新株予約権を発行する日の属する月の前月の各日(取引が成立していない日を除く)における東京証券取引所に

おける当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額(１円未満の端数は切り上げ)とする。ただし、当

該金額が新株予約権発行日の終値（取引が成立しない場合は、その日に先立つ直近日における終値）を下回る

場合は、当該終値とする。 

     なお、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

決議年月日 平成17年６月21日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役 ４ 

当社監査役 ４ 

当社執行役員及び執行役員待遇 13 

当社従業員並びに子会社役職員 49

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

調 整 後 
行使価額

＝
調 整 前 
行使価額

×

既 発 行 
株 式 数

＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の普通株式の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

決議年月日 平成18年６月20日

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役 ４ 

当社監査役 ４ 

当社執行役員及び従業員並びに子会社取締役及び従業員 
（上記人数につきましては、平成18年６月より平成19年５月までの期
間において、取締役会が決定するため未定であります）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数（株） 合計2,785,000株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）

新株予約権の行使期間 割当日の翌日から２年を経過した日より３年以内とする。

新株予約権の行使の条件

  新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社または

当社の子会社の取締役、監査役、執行役員もしくは従業員の地位にあ

ることを要す。ただし、取締役、監査役、執行役員が任期満了により

退任した場合、または従業員が定年により退職した場合にはこの限り

ではない。また、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこ

の限りではない。 

  その他権利行使の条件は、本株主総会決議および取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約

書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
  当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に

定めるところによる。

調整後 
払込価額

＝
調整前
払込価額

×
既 発 行 
株 式 数

＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

分割・新規発行前の普通株式の株価

既発行株式数＋分割・新規株式数による増加株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

     該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 
  
② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社は、安定的な経営成績の確保を図るとともに強固な経営基盤の確立に努め、株主の皆様に対する長

期安定的利益還元を経営の最重要課題としております。具体的には安定配当をベースとして、業績に対応

した利益還元を実施することを基本とするとともに、内部留保の充実により、将来の更なる発展のために

研究開発投資、設備投資、情報基盤投資等の必要な投資の資金需要に備える所存であります。 

当期の配当につきましては、中間配当金を１株につき３円５０銭、期末配当金を１株につき４円５０銭

とし、前年同期比１円増配の年８円配当としました。この結果、当期の配当性向は６１.０％となりまし

た。 
  

（注） 当期の中間配当に関する取締役会決議日  平成17年11月７日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第102期 第103期 第104期 第105期 第106期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 256 264 335 350 448

最低(円) 85 111 185 205 291

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月

最高(円) 394 401 446 448 443 427

最低(円) 352 357 372 365 357 388



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株)

取締役社長 

代表取締役
瀧 澤 利 一 昭和35年10月24日生

昭和59年４月 

昭和62年４月

大成建設株式会社入社 

当社入社

1,635

平成６年10月 当社海外事業部副事業部長兼業務

部長

平成７年６月 当社取締役海外事業部長兼同業務

部長

平成８年６月 当社常務取締役社長室担当兼海外

事業部長兼同業務部長

平成８年10月 当社取締役副社長〔代表取締

役〕、社長補佐兼社長室担当兼海

外事業部長

平成８年11月 当社取締役社長〔代表取締役〕

(現任)

専務取締役 林   滋 朗 昭和12年５月18日生

昭和36年３月 当社入社

  30

平成元年４月 当社人事部長

平成３年６月 当社取締役人事部長

平成５年６月 当社取締役人事部長兼総務担当

平成８年６月 当社常務取締役労務担当兼総務人

事部長

平成８年11月 当社常務取締役労務担当兼総務人

事部長兼海外事業部担当

平成９年６月 当社常務取締役総務・法務・労

務・人事・関係会社担当

平成11年６月 当社専務取締役管理部門管掌兼海

外事業担当

平成12年４月 当社専務取締役(現任)

専務取締役 黒 川 清 敬 昭和22年２月17日生

昭和44年４月 株式会社住友銀行(現株式会社三

井住友銀行)入社

  80

平成10年４月 同行本店支配人

平成11年５月 当社顧問

平成11年６月 当社常務取締役財務担当

平成12年４月 当社常務取締役

平成13年６月 当社専務取締役(現任)

取締役 川 島    実 昭和15年９月２日生

昭和39年４月 ダイハツ工業株式会社入社

  12

昭和45年４月 (財)関西生産性本部入局

平成３年４月 アルタスコンサルティング代表

(現職)

平成11年４月 龍谷大学経営学部教授

平成15年６月 当社取締役(現任)

常勤監査役 楽 満   靖 昭和15年10月13日生

昭和38年３月 当社入社

  19

平成８年６月 当社取締役機能樹脂事業部長

平成10年４月 当社取締役営業統括部長

平成11年６月 大成機材株式会社(現バルカーテ

クノ株式会社)取締役社長

平成13年６月 当社常勤監査役(現任)



 
(注) １ 取締役 川島 実は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 中神 啓四郎、中根 堅次郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づく積極的な

人材の登用のため、執行役員制度を導入しております。 

執行役員は14名で、専務執行役員２名、常務執行役員４名及び執行役員７名(この他、取締役社長瀧澤利一

がＣＥＯを兼務しております)で構成されております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

(千株)

監査役 森   嘉 昭 昭和17年２月16日生

昭和40年３月 当社入社

  24

平成８年６月 当社取締役シール関連事業部長

平成８年11月 当社取締役シール関連事業部長兼

生産調達事業部長

平成９年４月 当社取締役技術部長兼総合研究所

長兼品質保証部長

平成10年６月 当社取締役技術部長兼総合研究所

長兼品質保証部長兼真空市場開発

部担当兼研究開発担当

平成11年６月 当社常務取締役技術・事業開発担

当

平成12年６月 当社常勤監査役

平成15年６月 当社監査役(現任)

監査役 中 神 啓四郎 昭和12年２月20日生

昭和48年４月 東京弁護士会に弁護士登録

  15平成２年４月 当社顧問弁護士(現任)

平成７年６月 当社監査役(現任)

監査役 中 根 堅次郎 昭和22年７月９日生

昭和50年10月 公認会計士登録

  ー

昭和52年７月 税理士登録

昭和63年４月 清新監査法人代表社員(現職)

平成15年７月 清新税理士法人代表社員(現職)

平成18年６月 当社監査役(現任)

計 1,817



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は経営環境が急激に変化するなか、コーポレート・ガバナンスの重要性を認識し、公正かつ透明性

のある企業活動を進めるとともに、環境保全、安全に関する活動等を通じて、企業の社会的責任を全うす

ることを経営の重要課題として位置付けております。 
  
(１) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

(a) 取締役、取締役会及び執行役員会 

当社は、経営環境の急激な変化に迅速かつ的確に対応するため、取締役会の改革を行なうとともに

執行役員制度を導入し、取締役と執行役員の役割を分離した機動的なグループ経営体制を確立してお

り、取締役会は、グループ全体の企業価値の向上を図るため意思決定及び業務執行の監督機関として

位置付け、取締役会が決定した経営方針・戦略に従って執行役員が業務を執行する責任を負うことと

いたしております。 

(ｂ) 監査役会 

当社は監査役制度採用会社であり、監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役３名（内、社外監査

役２名）の４名で構成され、取締役会、常務会、執行役員会、その他重要な会議に出席する他、重要

な決裁書類の閲覧等により、取締役及び執行役員の業務執行につき監査を行ない、経営に対する監

視・監査機能を果たしております。 

また、会計監査人との関係については、必要に応じて積極的に意見交換及び情報交換を行なうとと

もに、監査の実施経過等についても適時報告を求めるなどの体制をとっております。 

内部監査機能を果たす組織として取締役会に直属する内部監査室があり、同内部監査室とは、内部

監査の結果について報告を求めるなど、緊密な連携を図っております。 

② 会社の機関・内部統制の関係を分かりやすく示す図表 

   
③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムといたしましては、経営環境の急激な変化に迅速かつ的確に対応するため

執行役員制を導入し、取締役と執行役員の役割を分離した機動的なグループ経営体制を確立いたして

おります。 



取締役会は、グループ全体の企業価値の向上を図るための意思決定及び業務執行の監督機関として

位置づけ、取締役会が決定した経営方針・戦略に従って執行役員が業務を執行する責任を負うことと

いたしております。 

④ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関

係の概要 

社外取締役１名を選任しておりますが、当該社外取締役との間には教育訓練等コンサルティング取

引があります。  

また、社外監査役２名のうち１名は弁護士を選任しておりますが、当社の顧問弁護士であります。

⑤ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

取締役会は原則として月２回の定例会議のほか、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催してお

ります。この他に、常勤の取締役及び監査役で構成される常務会が原則として毎週開催されておりま

す。 

 また、業務執行状況のレビューおよび月次方針を検討するために、毎月１回執行役員会議が開催さ

れております。 

 監査役会については、原則として月１回開催されるとともに、必要に応じて内部監査室又は会計監

査人との情報交換を実施しております。 

⑥ 会計監査人の状況 

当社は、会計監査人として新日本監査法人を選任し、経営情報を正しく提供する等、公正不偏な会

計監査を受けております。 

当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については、下記の

とおりであります。 

・業務を執行した公認会計士 

 指定社員 業務執行社員： 永原新三（継続監査年数 １０年）、豊原弘行、阿部純也 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士 ７名、会計士補 ２名 
  

(２) リスク管理体制の整備の状況 

当社は、「コンプライアンス委員会」を設置し、企業活動における法令遵守、社会倫理や道徳の尊

重を規範として、全ての事業活動においてその徹底に努めております。その一環として「コンプライ

アンスマニュアル」を制定するとともに、役員及び従業員に周知徹底しております。 

また、様々な危機発生時には随時「危機管理委員会」を開催し、対応することとしております。 
  

(３) 役員報酬の内容 

① 取締役及び監査役に支払った報酬 

   取締役  ４名   160百万円（うち社外取締役 10百万円） 

   監査役  ４名    32百万円（うち社外監査役 11百万円） 

②  利益処分による取締役及び監査役賞与金の支給額 

   取締役  ４名    30百万円（うち社外取締役 2百万円） 

      監査役  ４名     5百万円（うち社外監査役 1百万円） 
  

(４) 監査報酬の内容 

   公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 21百万円 

   上記以外の報酬はありません。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第

５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、第105期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令

第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに第105

期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び第106期事業年度(平成17年４月１日から平

成18年３月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。 

  

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,715 3,353

 ２ 受取手形及び売掛金 ※１ 11,723 11,830

 ３ たな卸資産 2,111 1,759

 ４ 未収入金 2,002 2,218

 ５ 繰延税金資産 401 469

 ６ その他 362 304

 ７ 貸倒引当金 △21 △15

    流動資産合計 19,295 51.1 19,921 52.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※４ 12,309 11,874

    減価償却累計額 5,875 6,433 6,241 5,632

  (2) 機械装置及び運搬具 ※４ 6,068 6,142

    減価償却累計額 4,283 1,785 4,380 1,761

  (3) 工具器具備品 2,929 3,033

    減価償却累計額 2,390 539 2,431 602

  (4) 土地 ※４ 4,442 3,828

  (5) 建設仮勘定 4 133

    有形固定資産合計 13,205 35.0 11,958 31.7

 ２ 無形固定資産 ※３ 832 2.2 544 1.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※2,4 1,996 3,196

  (2) 繰延税金資産 141 7

  (3) 前払年金費用 1,447 1,218

  (4) その他 949 928

  (5) 貸倒引当金 △108 △49

    投資その他の資産合計 4,427 11.7 5,302 14.1

    固定資産合計 18,465 48.9 17,806 47.2

    資産合計 37,760 100.0 37,727 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 6,200 6,186

 ２ 短期借入金 ※４ 4,271 4,027

 ３ １年以内返済予定 
   長期借入金

※４ 1,698 456

 ４ 未払法人税等 286 217

 ５ 賞与引当金 497 485

 ６ その他 1,308 1,301

    流動負債合計 14,262 37.8 12,674 33.6

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※４ 3,013 2,519

 ２ 繰延税金負債 582 961

 ３ 退職給付引当金 306 314

 ４ その他 ※５ 1,598 1,233

    固定負債合計 5,500 14.6 5,028 13.3

    負債合計 19,763 52.4 17,703 46.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 308 0.8 346 0.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※６ 13,267 35.1 13,435 35.6

Ⅱ 資本剰余金 3,511 9.3 3,679 9.8

Ⅲ 利益剰余金 1,062 2.8 2,163 5.7

Ⅳ その他有価証券評価差額金 279 0.7 789 2.1

Ⅴ 為替換算調整勘定 △382 △1.0 △321 △0.8

Ⅵ 自己株式 ※７ △49 △0.1 △68 △0.2

    資本合計 17,688 46.8 19,677 52.2

    負債、少数株主持分 
    及び資本合計

37,760 100.0 37,727 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日   
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日   
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 39,335 100.0 41,293 100.0

Ⅱ 売上原価 ※４ 26,600 67.6 27,681 67.0

   売上総利益 12,734 32.4 13,612 33.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員従業員給与手当 4,020 4,353

 ２ 賞与引当金繰入額 317 291

 ３ 退職給付費用 352 533

 ４ 貸倒引当金繰入額 － 1

 ５ 研究開発費 ※４ 973 1,112

 ６ その他 4,003 9,669 24.6 3,837 10,130 24.6

   営業利益 3,065 7.8 3,482 8.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 5 8

 ２ 受取配当金 10 20

 ３ 設備賃貸収益 137 121

 ４ 連結調整勘定償却額 3 1

 ５ 持分法による投資利益 40 7

 ６ 為替差益 － 66

 ７ 雑収入 61 259 0.6 97 323 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 233 197

 ２ 手形売却損 － 51

 ３ 設備賃貸費用 87 88

 ４ 雑損失 123 444 1.1 45 383 0.9

   経常利益 2,880 7.3 3,422 8.3



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日   
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日   
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※１ 300 241

 ２ 投資有価証券売却益 22 55

 ３ その他 4 327 0.8 3 300 0.7

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産廃棄損 ※２ 303 80

 ２ 減損損失 ※３ ― 943

 ３ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却

341 ―

 ４ 棚卸資産廃棄損 255 58

 ５ その他 188 1,089 2.7 365 1,449 3.5

   税金等調整前当期純利益 2,118 5.4 2,274 5.5

   法人税、住民税及び 
   事業税

392 278

   法人税等調整額 198 590 1.5 108 386 0.9

   少数株主利益 42 0.1 45 0.1

   当期純利益 1,485 3.8 1,842 4.5



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日   
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日   
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,398 3,511

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 増資による新株式 
   の発行

112 167

 ２ 自己株式処分差益 1 113 0 167

Ⅲ 資本剰余金期末残高 3,511 3,679

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 247 1,062

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 1,485 1,485 1,842 1,842

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 649 704

 ２ 役員賞与 20 35

   (うち監査役賞与） ( 3) ( 5)

 ３ その他利益剰余金減少高 ※ － 670 2 741

Ⅳ 利益剰余金期末残高 1,062 2,163



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日  
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 2,118 2,274

   減価償却費 1,122 1,102

   減損損失 ― 943

   受取利息及び受取配当金 △16 △29

   支払利息 233 197

   持分法による投資損益 △40 △7

   退職給付引当金の増減額(減少額△) 65 6

   前払年金費用の増減額(増加額△) 383 228

   固定資産売却損益 △300 △214

   固定資産廃棄損 303 80

   売上債権の増減額(増加額△) 600 △11

   たな卸資産の増減額(増加額△) 54 379

   仕入債務の増減額(減少額△) 332 △111

   その他固定負債の増減額(減少額△) △346 △283

   その他 △60 △375

    小計 4,452 4,180

   利息及び配当金の受取額 24 37

   利息の支払額 △213 △205

   法人税等の支払額 △330 △345

  営業活動によるキャッシュ・フロー 3,933 3,667

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

    定期預金の預入による支出 △2 △23

   定期預金の払戻による収入 5 0

   有形固定資産の取得による支出 △1,503 △718

   有形固定資産の売却による収入 23 272

   無形固定資産の取得による支出 △34 △14

   無形固定資産の売却による収入 ― 59

   投資有価証券の取得による支出 △842 △426

   投資有価証券の売却による収入 22 126

   差入保証金の支払による支出 △35 △135

   差入保証金の回収による収入 ― 123

   貸付金の回収による収入 35 35

   その他 △13 △56

  投資活動によるキャッシュ・フロー △2,344 △757

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入れによる収入 2,652 2,824

   短期借入金の返済による支出 △3,069 △3,089

   長期借入れによる収入 2,200 ―

   長期借入金の返済による支出 △1,943 △1,730

   株式の発行による収入 225 335

   配当金の支払額 △643 △700

   少数株主への配当金の支払額 △17 △17

   その他 △16 △18

  財務活動によるキャッシュ・フロー △612 △2,397

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 8 102

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少額△) 984 613

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,725 2,709

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,709 3,323



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数22社

  主要な連結子会社の名称

   バルカー・ハイパフォーマン

ス・ポリマーズ㈱、バルカーセイ

キ㈱、㈱バルカー シール ソリュ

ーションズ、㈱バルカーマテリア

ル、㈱バルカーエスイーエス、九

州バルカー㈱、㈱バルカーエラス

トマー、バルカーインダストリー

ズ(タイランド)リミテッド、上海

バルカーふっ素樹脂製品有限公

司、台湾バルカー工業股份有限公

司 

 バルカーＡＣＬ㈱は、当社が平

成16年６月８日に㈱エイ・シー・

エルの株式を取得し、社名を変更

して連結子会社となりました。 

  休眠会社であったバルカーエン

ジニアリング㈱は、平成17年３月

29日に清算結了したため、連結子

会社から除外いたしました。

(1) 連結子会社の数22社

  主要な連結子会社の名称

     バルカー・ハイパフォーマン

ス・ポリマーズ㈱、バルカーセイ

キ㈱、㈱バルカー シール ソリュ

ーションズ、㈱バルカーマテリア

ル、㈱バルカーエスイーエス、九

州バルカー㈱、㈱バルカーエラス

トマー、バルカーインダストリー

ズ(タイランド)リミテッド、上海

バルカーふっ素樹脂製品有限公

司、台湾バルカー工業股份有限公

司 

(2) 非連結子会社の数

   該当事項はありません。

(2) 非連結子会社の数

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用関連会社の数１社

  持分法適用関連会社の名称

    ＰＴ.インドフェーシングインド

ネシア     

      厚木ヒューテック㈱は、当社所

有株式の売却により関連会社に該

当しなくなったため、当連結会計

年度より持分法の適用範囲から除

外しております。

(1) 持分法適用関連会社の数１社

   持分法適用関連会社の名称

  ＰＴ.インドフェーシングインド

ネシア     

(2) 持分法を適用していない関連会社

の名称

  ㈲三協製作所

    FJV KOREA LTD.

  ㈱郷鉄工所

   持分法を適用していない関連会

社は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲から

除外しております。

(2) 持分法を適用していない関連会社

の名称

 

        同左

   

(3) 持分法の適用の手続について特に

記載する必要があると認められる

事項

   持分法適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社につい

ては、各社の事業年度にかかる財

務諸表を使用しております。

(3) 持分法の適用の手続について特に

記載する必要があると認められる

事項

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、海外の子会社の

決算日は12月31日であり、連結決算日

との差は３ヶ月以内であるため、当該

連結子会社の事業年度に係る財務諸表

を基礎として連結を行なっておりま

す。 

 ただし、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な

調整を行なっております。

同左



  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券(その他有価証券)

  ・時価のあるもの

決算日前１ヶ月間の市場価格

の平均に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。）

・時価のないもの

    移動平均法による原価法

(1)重要な資産の評価基準及び評価方

法   

 ① 有価証券（その他有価証券）

  ・時価のあるもの

同左

 

    ・時価のないもの

同左

 ② たな卸資産

   商品、製品、原材料、仕掛品、

貯蔵品は主として総平均法によ

る原価法であります。

 ② たな卸資産

同左

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産及び無形固定資産

    有形固定資産及び無形固定資

産(ソフトウェアを除く)は、主

として定額法を採用しておりま

す。

    なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

    建物及び構築物 ３～50年

    機械装置及び
    車輌運搬具

２～17年

    工具器具及び
    備品

２～20年

 ソフトウェアは、主として社

内における利用可能期間(５年)

に基づく定額法によっておりま

す。

(2)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産及び無形固定資産

同左

    
      

    

 ② 長期前払費用

 効果の及ぶ期間に応じて均等

償却しております。

 ② 長期前払費用

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(3)重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

    従業員の賞与の支給に充当す

るため、当連結会計年度に負担

すべき支給見込額を計上してお

ります。

 ② 賞与引当金

同左



    

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては、５年による按分額を

費用処理しております。

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による定

額法により費用処理しておりま

す。

    数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌連結会計年度

から費用処理することとしてお

ります。

 ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。

    過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による定

額法により費用処理しておりま

す。

    数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌連結会計年度

から費用処理することとしてお

ります。

(4) 重要な外貨建の資産または負債の

本邦通貨への換算の基準

   外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

   なお、在外子会社等の資産及び

負債並びに収益及び費用は、連結

決算日の直物為替相場により換算

し、換算差額は少数株主持分及び

資本の部における為替換算調整勘

定に含めております。

(4) 重要な外貨建の資産または負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

    繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。

 なお、金利スワップについて

特例処理の要件を満たすものに

ついては、特例処理を採用して

おります。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

     同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 金利スワップ 

    ヘッジ対象 借入金

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

    金利変動によるリスクを回避

する目的で対象物の範囲内に限

定してヘッジしております。

 ③ ヘッジ方針

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ手段の変動額の累計額

とヘッジ対象の変動額の累計額

を比較して有効性の判定をして

おります。

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしているものについて

は、有効性の判定を省略してお

ります。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

①消費税等の会計処理

同左

②連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しており

ます。

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法によってお

ります。

同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

 連結調整勘定の償却については、発

生年度より実質的判断による年数の見

積りが可能なものはその見積り年数

で、その他については５年間で定額法

により償却を行なっております。

同左

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結会計年度中において確定した利

益処分または損失処理に基づいており

ます。

同左

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。

同左



会計処理の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

  当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計

基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日))

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)

を適用しております。

  これにより税金等調整前当期純利益は943百万円減

少しております。

  なお、減損損失累計額については、改正後の連結

財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除し

ております。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（連結貸借対照表）

  前連結会計年度において流動資産の「その他」に

含めて表示しておりました「未収入金」(前連結会計

年度1,756百万円)については、資産合計の100分の５

超となったため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。

――――――――

―――――――― （連結損益計算書）

  前連結会計年度において営業外費用の「雑損失」

に含めて表示しておりました「手形売却損」(前連結

会計年度41百万円)については、営業外費用の総額の

100分の10超となったため、当連結会計年度より区分

掲記しております。

―――――――― （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において投資活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりまし

た「差入保証金の回収による収入」(前連結会計年度

22百万円)については、重要性が増したため、当連結

会計年度より区分掲記しております。



追加情報 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（外形標準課税）

  「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税

制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度より

「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱い」(平成16年２

月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号)に

従い法人事業税の付加価値割及び資本割について

は、販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が42百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利

益が42百万円減少しております。

――――――――

（連結納税制度）

  当社及び国内の100％連結子会社は、平成17年度よ

り連結納税制度の適用を受けることにつき、国税庁

長官の承認を受けました。 

 また、当連結会計年度より「連結納税制度を適用

する場合の税効果会計に関する当面の取扱い(その

１)」(実務対応報告第５号)及び「連結納税制度を適

用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い(その

２)」(実務対応報告第７号)に基づき、連結納税制度

の適用を前提とした会計処理及び表示をしておりま

す。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 
※１ 受取手形裏書譲渡高 6百万円 ※１ 受取手形裏書譲渡高 4百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するもの

投資有価証券(株式) 109百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するもの

投資有価証券(株式) 111百万円

 

※３  無形固定資産に含まれる 
     連結調整勘定

72百万円  
※３      ――――――――

 

 

 

※４ 担保資産及び担保付債務

  ① 工場財団抵当として担保に供している固定資産

建物及び構築物 328百万円

機械装置及び運搬具 19百万円

土地 125百万円

計 474百万円

上記に対応する債務

短期借入金 250百万円

１年以内返済予定 
長期借入金

40百万円

長期借入金 1,011百万円

計 1,302百万円

  ② その他

建物及び構築物 100百万円

土地 241百万円

投資有価証券 204百万円

計 547百万円

上記に対応する債務

短期借入金 160百万円

１年以内返済予定 
長期借入金

115百万円

長期借入金 123百万円

計 399百万円

 

 

 

※４ 担保資産及び担保付債務

  ① 工場財団抵当として担保に供している固定資産

建物及び構築物 300百万円

機械装置及び運搬具 19百万円

土地 125百万円

計 445百万円

上記に対応する債務

１年以内返済予定
長期借入金

40百万円

長期借入金 960百万円

計 1,001百万円

  ② その他

建物及び構築物 95百万円

土地 241百万円

計 336百万円

上記に対応する債務

１年以内返済予定
長期借入金

79百万円

長期借入金 53百万円

計 133百万円

 
 ※５              ――――――――

 

※５  その他固定負債に含まれる
      連結調整勘定

2百万円

※６ 当社の発行済株式総数

       普通株式            87,753,668株

※６ 当社の発行済株式総数

           普通株式              89,421,668株

※７ 自己株式の保有数

    連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株

式の数は、以下のとおりであります。

       普通株式           236,021株

※７ 自己株式の保有数

    連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株

式の数は、以下のとおりであります。

       普通株式            286,582株



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 67百万円

機械装置及び運搬具他 17百万円

土地 216百万円

計 300百万円

 

※１ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

機械装置及び運搬具 2百万円

土地 239百万円

計 241百万円

※２ 固定資産廃棄損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 103百万円

機械装置及び運搬具 119百万円

工具器具備品 68百万円

無形固定資産 11百万円

計 303百万円
 

※２ 固定資産廃棄損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物及び構築物 58百万円

機械装置及び運搬具 11百万円

工具器具備品 10百万円

計 80百万円

――――――――

 

※３ 減損損失

   当連結会計年度において、当社グループは、以下

の資産について減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失 
(百万円)

神奈川県 
厚木市

賃貸 
設備

土地 
建物

578 
324

石川県 
小松市

遊休 
不動産等

土地 
建物 
構築物他

14 
23 
2

合計 943

 (経緯)

  地価の著しい下落及び賃貸料水準の著しい低下に

伴い収益性が著しく低下したため、また、今後の利

用計画も無いため、減損損失を認識いたしました。

 (回収可能価額の算定方法)

  厚木市賃貸設備については不動産鑑定評価額によ

り、小松市遊休不動産等については、正味売却価額

により評価しております。

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は997百万円であります。

※４ 一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究

開発費は1,130百万円であります。



(連結剰余金計算書関係) 

  

 
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――― ※ その他利益剰余金減少高は、中国の会計制度に基づ

く中国子会社の利益処分による剰余金取崩高等であ

ります。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,715百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金等

△5百万円

現金及び現金同等物 2,709百万円

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,353百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

△29百万円

現金及び現金同等物 3,323百万円



(リース取引関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

1,027 314 712

工具器具 
備品

348 239 108

無形 
固定資産

480 247 233

合計 1,856 801 1,054

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累 
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

建物
及び構築物

7 0 7

機械装置
及び運搬具

1,045 444 600

工具器具
備品

323 216 107

無形
固定資産

483 326 156

合計 1,859 987 871

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 278百万円

１年超 776百万円

 合計 1,054百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 243百万円

１年超 627百万円

 合計 871百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 294百万円

減価償却費相当額 294百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 283百万円

減価償却費相当額 283百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

  ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

   未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 －百万円

 合計 1百万円

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

   未経過リース料

１年内 114百万円

１年超 1,773百万円

 合計 1,888百万円



(有価証券関係) 

 前連結会計年度 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日現在) 

 
  
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

 
  
３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日現在) 
  

 
  

 当連結会計年度 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日現在) 

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について４百万円の減損処理を行なっております。

  
  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

 
  
３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日現在) 
  

区分 種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 1,258 1,723 464

小計 1,258 1,723 464

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 15 12 △2

小計 15 12 △2

合計 1,273 1,735 462

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

25 22 ―

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 141

 その他 10

区分 種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 1,517 2,851 1,334

小計 1,517 2,851 1,334

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 108 81 △27

小計 108 81 △27

合計 1,625 2,932 1,306

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

124 55 ―

種類 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

 非上場株式 143

 その他 10



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度 

１ 取引の状況に関する事項(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、金利スワップ取引を利用しております。これは市場金利の変動によるリスクを回避する目

的であり、当社が行なうデリバティブ取引は、企業の財政に不利な影響を及ぼす可能性のある場合に

備えて必要に応じて行なうものであり、投機的な取引及び短期的な売買損益を得るものではありませ

ん。 

デリバティブ取引の執行と事務管理の主管部署は財務部ですが、取締役会の承認事項であります。

金利スワップ取引における想定元本は、実際には受払は行なわれず、単に交換金額を計算するための

算出基礎であります。 

なお、金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。当社のデリバティブ

取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によるリスクはほ

とんどないと認識しております。 

また、想定元本は当社における市場リスク及び信用リスクを測る指標ではありません。 

  連結子会社については、デリバティブ取引を全く利用しておりません。 

  

(1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 
 なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たすものについては、特例処理を採用して
おります。 
  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  金利スワップ 

 ヘッジ対象  借入金 

  

(3) ヘッジ方針 

 金利変動によるリスクを回避する目的で対象物の範囲内に限定してヘッジしております。 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定をして
おります。 

 なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、有効性の判定を省略し

ております。 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項(平成17年３月31日現在) 

 ヘッジ会計が適用されておりますので記載しておりません。 

  



次へ 

当連結会計年度 

１ 取引の状況に関する事項(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当社は、金利スワップ取引を利用しております。これは市場金利の変動によるリスクを回避する目

的であり、当社が行うデリバティブ取引は、企業の財政に不利な影響を及ぼす可能性のある場合に備

えて必要に応じて行なうものであり、投機的な取引及び短期的な売買損益を得るものではありませ

ん。 

デリバティブ取引の執行と事務管理の主管部署は財務部ですが、取締役会の承認事項であります。

金利スワップ取引における想定元本は、実際には受払は行なわれず、単に交換金額を計算するための

算出基礎であります。 

なお、金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。当社のデリバティブ

取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によるリスクはほ

とんどないと認識しております。 

また、想定元本は当社における市場リスク及び信用リスクを測る指標ではありません。 

  連結子会社については、デリバティブ取引を全く利用しておりません。 

  

(1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 
 なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たすものについては、特例処理を採用して
おります。 
  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  金利スワップ 

 ヘッジ対象  借入金 

  

(3) ヘッジ方針 

 金利変動によるリスクを回避する目的で対象物の範囲内に限定してヘッジしております。 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定をして
おります。 

 なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、有効性の判定を省略し

ております。 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項(平成18年３月31日現在) 

 ヘッジ会計が適用されておりますので記載しておりません。 

  



(退職給付関係) 

前連結会計年度 
  
１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部の国内連結子会社は、退職給付制度として、確定給付企業年金法に基づく企業年金制

度（キャッシュバランスプラン）と確定拠出年金制度を設けております。その他、提出会社において

退職給付信託を設定しております。 

なお、一部の連結子会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 
  
２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日現在) 

 
(注)  国内の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 
(注) １ 「２退職給付債務に関する事項」に記載の過去勤務債務に係る当連結会計年度の費用処理額であ

ります。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。 

  
４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付債務 △8,644百万円
(2) 年金資産 8,603百万円
(3) 未積立退職給付債務 △  41百万円
(4) 未認識数理計算上の差異 1,122百万円
(5) 未認識過去勤務債務(債務の減額) 59百万円
(6) 連結貸借対照表計上額純額 1,140百万円
(7) 前払年金費用 1,447百万円
(8) 退職給付引当金 △  306百万円

(1) 勤務費用(注)２ 214百万円
(2) 利息費用 206百万円
(3) 期待運用収益 △  181百万円
(4) 会計基準変更時差異の費用処理額 341百万円
(5) 数理計算上の差異の費用処理額 483百万円
(6) 過去勤務債務の費用処理額(注)１ △  291百万円
(7) 退職給付費用 772百万円

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
(2) 割引率 2.0％
(3) 期待運用収益率 2.0％
(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ５年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法によっております。)
(5) 数理計算上の差異の処理年数 ５年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、翌連結会計年度から費用処
理することとしております。)

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 ５年であります。



当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部の国内連結子会社は、退職給付制度として、確定給付企業年金法に基づく企業年金制

度（キャッシュバランスプラン）と確定拠出年金制度を設けております。その他、提出会社において

退職給付信託を設定しております。 

なお、一部の連結子会社は、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 
  
２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日現在) 

 
(注)  国内の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
(注) １ 「２退職給付債務に関する事項」に記載の過去勤務債務に係る当連結会計年度の費用処理額であ

ります。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。 

  
４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

  

(1) 退職給付債務 △8,622百万円
(2) 年金資産 9,787百万円
(3) 未積立退職給付債務 1,165百万円
(4) 未認識数理計算上の差異 △ 430百万円
(5) 未認識過去勤務債務(債務の減額) 169百万円
(6) 連結貸借対照表計上額純額 904百万円
(7) 前払年金費用 1,218百万円
(8) 退職給付引当金 △ 314百万円

(1) 勤務費用(注)２ 189百万円
(2) 利息費用 164百万円
(3) 期待運用収益 △ 170百万円
(4) 数理計算上の差異の費用処理額 541百万円
(5) 過去勤務債務の費用処理額(注)１ △ 117百万円
(6) 退職給付費用 608百万円

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
(2) 割引率 2.0％
(3) 期待運用収益率 2.0％
(4) 過去勤務債務の額の処理年数 ５年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法によっております。)
(5) 数理計算上の差異の処理年数 ５年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、翌連結会計年度から費用処
理することとしております。)



(税効果会計関係) 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

 ① 流動資産

 賞与引当金 188百万円

 棚卸資産 8百万円

 未払事業税 36百万円

 繰越欠損金 107百万円

 その他 60百万円

計 401百万円

② 固定資産

 貸倒引当金 33百万円

 退職給付引当金 129百万円

 退職給付信託への拠出額 566百万円

 長期未払金 507百万円

 減価償却超過額 99百万円

 固定資産廃棄損 33百万円

 投資有価証券評価損 2,078百万円

 繰越欠損金 1,029百万円

 その他 284百万円

計 4,763百万円

 繰延税金負債(固定)との相殺 △278百万円

 評価性引当額 △4,342百万円

合計 141百万円

 (繰延税金負債)

① 流動負債

 貸倒引当金 △3百万円

② 固定負債

 前払年金費用 △580百万円

 その他有価証券評価差額金 △183百万円

 その他 △97百万円

 繰延税金資産(固定)との相殺 278百万円

計 △582百万円

 繰延税金資産の純額 △42百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

 ① 流動資産

賞与引当金 168百万円

棚卸資産 3百万円

未払事業税 21百万円

繰越欠損金 183百万円

その他 92百万円

計 469百万円

② 固定資産

貸倒引当金 76百万円

退職給付引当金 118百万円

退職給付信託への拠出額 519百万円

長期未払金 357百万円

 減価償却超過額 202百万円

 減損損失 228百万円

投資有価証券評価損 2,091百万円

繰越欠損金 89百万円

その他 37百万円

計 3,719百万円

 繰延税金負債(固定)との相殺 △40百万円

評価性引当額 △3,671百万円

合計 7百万円

(繰延税金負債)

① 流動負債

貸倒引当金 △0百万円

② 固定負債

 前払年金費用 △484百万円

 その他有価証券評価差額金 △516百万円

 繰延税金資産(固定)との相殺 40百万円

計 △961百万円

繰延税金資産の純額 △484百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率 39.5％

  (調整)

   交際費等永久に損金に 
 算入されない項目

0.9％

   受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目

△5.1％

   住民税均等割等 17.2％

   評価性引当額 △24.6％

   税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率

27.9％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率 39.5％

  (調整)

  交際費等永久に損金に
 算入されない項目

0.9％

  受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目

△3.1％

   住民税均等割等 1.4％

   評価性引当額 △21.7％

  税効果会計適用後の
 法人税等の負担率

17.0％



  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「各種工

業用部品・部材製品の製造・販売事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

前連結会計年度と同じ理由により、セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

   
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

(1)アジア ・・・・・ 中国・台湾・タイ・シンガポール・韓国 

(2)北米 ・・・・・・ アメリカ合衆国 

３ 前連結会計年度においては、本国以外の国または地域に所在する連結子会社の売上高の合計及び前セグメン

トの資産の金額の合計額に占める割合が10％未満であったため、その記載を省略しておりましたが、当連結会

計年度においては、この割合が10％を超えたため、「日本」・「北米」・「アジア」の区分による所在地別セ

グメント情報の記載を行なっております。 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 36,584 2,568 181 39,335 ― 39,335

 (2) セグメント間の内部売上高 
   又は振替高

1,078 2,336 136 3,551 ( 3,551) ―

計 37,663 4,905 317 42,886 ( 3,551) 39,335

  営業費用 35,092 4,703 185 39,982 ( 3,712) 36,270

  営業利益 2,571 201 132 2,904 160 3,065

Ⅱ 資産 35,598 4,654 188 40,440 ( 2,680) 37,760



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

   
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

(1)アジア ・・・・・ 中国・台湾・タイ・シンガポール・韓国 

(2)北米 ・・・・・・ アメリカ合衆国 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

(1)アジア ・・・・・ 中国・台湾・タイ・シンガポール・韓国 

(2)北米 ・・・・・・ アメリカ合衆国 

(3)その他の地域 ・・ ヨーロッパ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本国以外の国又は地域に対する売上高であります。 

４ 海外売上高が連結売上高の10％を超えたため、当連結会計年度より記載しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

(1)アジア ・・・・・ 中国・台湾・タイ・シンガポール・韓国 

(2)北米 ・・・・・・ アメリカ合衆国 

(3)その他の地域 ・・ ヨーロッパ 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本国以外の国又は地域に対する売上高であります。 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

 (1) 外部顧客に対する売上高 37,462 3,567 263 41,293 ― 41,293

 (2) セグメント間の内部売上高 
   又は振替高

1,320 2,896 112 4,329 ( 4,329) ―

計 38,783 6,463 376 45,623 ( 4,329) 41,293

  営業費用 35,961 6,045 323 42,329 ( 4,518) 37,811

  営業利益 2,822 418 53 3,293 188 3,482

Ⅱ 資産 35,817 4,849 234 40,901 ( 3,173) 37,727

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,016 711 319 4,047

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 39,335

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

7.7 1.8 0.8 10.3

アジア 北米 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,066 1,019 272 5,358

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 41,293

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

9.8 2.5 0.7 13.0



【関連当事者との取引】 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

 
(注) １ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

一般取引先と同様であります。 
  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

 
(注) １ 取引金額には消費税等が含まれておりません。 

 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

一般取引先と同様であります。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 川島 実 ― ―

アルタスコ
ンサルティ
ング代表 
日本バルカ
ー工業㈱取
締役

― ― ―
営業取引以
外の取引

3 未払金 0

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 川島 実 ― ―

アルタスコ
ンサルティ
ング代表 
日本バルカ
ー工業㈱取
締役

― ― ―
営業取引以
外の取引

0 ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 201円71銭

１株当たり当期純利益 16円66銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益
16円46銭

１株当たり純資産額 220円32銭

１株当たり当期純利益 20円34銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益
19円96銭

項目
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 1,485百万円 1,842百万円

普通株式に係る当期純利益 1,449百万円 1,802百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
  利益処分による役員賞与金 35百万円 40百万円

普通株主に帰属しない金額 35百万円 40百万円

普通株式の期中平均株式数 87,041,617株 88,600,585株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定 

に用いられた普通株式増加数の主要な内訳 

 新株引受権 

 新株予約権

394千株
657千株

400千株
1,310千株

普通株式増加数 1,051千株 1,710千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要

普通株式の期中平均株価が行
使価格を下回るため希薄化効
果を有していないため潜在株
式調整後１株当たり当期純利
益金額の算定に含めておりま
せん。

  期中平均株価  273円

平成15年６月18日定時株主総会
決議ストックオプション 
(新株予約権) 
 普通株式   1,852千株 
 行使価格    306円 

――――――――

平成16年６月17日定時株主総
会決議ストックオプション 
(新株予約権) 
 普通株式   2,147千株 
 行使価格    283円 
  



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  平成17年６月21日開催の定時株主総会において、平

成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の

規定に基づき、当社及び当社子会社の取締役・従業員

並びに当社監査役に対しストックオプションとして新

株予約権を無償で発行することが特別決議されまし

た。その内容は、「第４提出会社の状況 １株式等の

状況 (７)ストックオプション制度の内容」に記載の

とおりであります。

 平成18年６月20日開催の定時株主総会において、会

社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当

社取締役、監査役、執行役員および従業員並びに当社

子会社の取締役及び従業員に対しストックオプション

として新株予約権を無償で発行することが特別決議さ

れました。その内容は、「第４提出会社の状況 １株

式等の状況 (７)ストックオプション制度の内容」に

記載のとおりであります。

 なお、当該ストックオプションにつきましては、

「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業

会計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

11号）に基づき、「株式報酬費用」として対象勤務期

間において費用処理するものであります。



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率は、期末日現在の利率及び残高に基づいて加重平均利率によって算定しております。 

２ 長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返

済予定額は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 4,271 4,027 1.2 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,698 456 1.9 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

3,013 2,519 1.7
平成19年12月～ 
平成21年９月

その他の有利子負債(長期未払金) 222 125 2.5
平成18年12月～ 
平成24年３月

合計 9,206 7,128 ― ―

１年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金(百万円) 2,400 109 9 ―

その他の 
有利子負債(百万円)

68 38 5 3



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

第105期
(平成17年３月31日)

第106期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 778 2,227

 ２ 受取手形 ※３ 2,120 1,633

 ３ 売掛金 ※３ 6,009 6,718

 ４ 商品 592 560

 ５ 原材料 14 －

 ６ 前払費用 119 109

 ７ 繰延税金資産 256 298

 ８ 短期貸付金 35 40

 ９ 関係会社短期貸付金 670 1,478

 10 未収入金 ※３ 1,895 2,782

 11 その他 85 47

 12 貸倒引当金 △6 △6

   流動資産合計 12,571 39.8 15,889 47.9

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物 ※１ 9,331 8,949

    減価償却累計額 4,445 4,885 4,719 4,229

  ２ 構築物 507 498

    減価償却累計額 387 119 394 104

  ３ 機械及び装置 3,709 3,559

    減価償却累計額 2,987 722 2,966 592

  ４ 車輌及び運搬具 35 35

    減価償却累計額 33 1 33 1

  ５ 工具・器具及び 
    備品

1,111 1,101

    減価償却累計額 944 167 891 210

  ６ 土地 ※１ 4,054 3,451

  ７ 建設仮勘定 － 0

    有形固定資産合計 9,951 31.5 8,590 25.9



 
  

第105期
(平成17年３月31日)

第106期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 (2) 無形固定資産

  １ ソフトウェア 532 382

  ２ 公共施設利用権 0 0

  ３ その他 19 18

    無形固定資産合計 552 1.7 401 1.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 1,831 3,048

  ２ 関係会社株式 1,940 1,932

  ３ 出資金 23 13

  ４ 関係会社出資金 1,137 1,137

  ５ 長期貸付金 117 77

  ６ 関係会社 
    長期貸付金

2,352 1,047

  ７ 破産債権・更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権

27 17

  ８ 長期前払費用 15 72

  ９ 前払年金費用 1,051 826

  10 敷金・保証金 247 253

  11 その他 159 109

  12 貸倒引当金 △365 △239

    投資その他の資産合計 8,538 27.0 8,296 25.0

    固定資産合計 19,042 60.2 17,288 52.1

   資産合計 31,614 100.0 33,178 100.0



 
  

第105期
(平成17年３月31日)

第106期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

  １ 支払手形 ※３ 1,113 951

  ２ 買掛金 ※３ 2,964 3,852

  ３ 短期借入金 2,900 3,180

  ４ １年以内返済予定 
    長期借入金

※１ 1,474 250

  ５ 未払金 ※３ 420 552

  ６ 未払費用 66 58

  ７ 未払法人税等 60 64

  ８ 未払消費税等 67 45

  ９ 前受金 2 2

  10 預り金 ※３ 33 492

  11 賞与引当金 236 241

  12 設備関係支払手形 2 8

  13 その他 110 47

    流動負債合計 9,451 29.9 9,746 29.4

Ⅱ 固定負債

  １ 長期借入金 ※１ 2,500 2,250

  ２ 繰延税金負債 360 766

  ３ 長期未払金 1,026 841

  ４ 預り保証金 22 22

    固定負債合計 3,909 12.4 3,880 11.7

    負債合計 13,360 42.3 13,627 41.1



  

 

  

第105期
(平成17年３月31日)

第106期 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ  資本金 ※４ 13,267 42.0 13,435 40.5

Ⅱ  資本剰余金

   １ 資本準備金 3,510 3,677

   ２ その他資本剰余金

         自己株式処分差益 1 1

    資本剰余金合計 3,511 11.1 3,679 11.1

Ⅲ 利益剰余金

     当期未処分利益 1,253 1,716

    利益剰余金合計 1,253 4.0 1,716 5.2

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※６ 270 0.8 788 2.3

Ⅴ 自己株式 ※５ △49 △0.2 △68 △0.2

    資本合計 18,253 57.7 19,551 58.9

    負債資本合計 31,614 100.0 33,178 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

第105期
(自 平成16年４月１日   
至 平成17年３月31日)

第106期 
(自 平成17年４月１日   
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 29,498 100.0 30,889 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品売上原価

  (1) 商品期首たな卸高 741 592

  (2) 当期商品仕入高 ※２ 20,441 21,401

          合計 21,182 21,993

  (3) 他勘定振替高 ※１ 172 25

  (4) 商品期末たな卸高 592 20,417 69.2 560 21,407 69.3

    売上総利益 9,081 30.8 9,482 30.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 荷造運賃 368 343

 ２ 広告宣伝費 138 89

 ３ 支払手数料 150 149

 ４ 貸倒引当金繰入額 － 0

 ５ 貸倒損失 － 5

 ６ 役員報酬 187 192

 ７ 給与賃金手当 1,917 2,039

 ８ 賞与金 299 372

 ９ 賞与引当金繰入額 214 188

 10 退職給付費用 294 460

 11 福利厚生費 347 363

 12 旅費交通費 314 302

 13 通信費 95 93

 14 賃借料 561 564

 15 減価償却費 259 253

 16 外部委託費 810 751

 17 研究開発費 ※８ 938 1,067

 18 その他 782 7,679 26.0 656 7,894 25.6

   営業利益 1,401 4.8 1,587 5.1



 
  

第105期
(自 平成16年４月１日   
至 平成17年３月31日)

第106期 
(自 平成17年４月１日   
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 70 52

 ２ 受取配当金 350 354

 ３ 設備賃貸収益 ※２ 475 443

 ４ 経営指導料 ※２ 85 93

 ５ その他 210 1,192 4.0 270 1,215 3.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 181 158

 ２ 設備賃貸費用 346 297

 ３ その他 124 652 2.2 128 585 1.8

   経常利益 1,941 6.6 2,217 7.2

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 27 －

 ２ 投資有価証券売却益 23 28

 ３ 貸倒引当金取崩益 7 58 0.2 70 99 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産廃棄損 ※４ 235 20

 ２ 固定資産売却損 ※５ － 1

 ３ 減損損失 ※６ － 943

 ４ 退職給付会計基準 
   変更時差異償却

222 －

 ５ 投資有価証券評価損 － 12

 ６ ゴルフ会員権評価損 ※７ 35 －

 ７ 貸倒引当金繰入額 292 －

 ８ たな卸資産廃棄損 162 －

 ９ その他 135 1,082 3.7 215 1,193 3.9

   税引前当期純利益   916 3.1 1,122 3.6

   法人税、住民税及び 
   事業税

25 △104

   法人税等調整額 11 37 0.1 25 △79 △0.3

   当期純利益 879 3.0 1,202 3.9

   前期繰越利益 592 824

   中間配当額 217 310

   当期未処分利益   1,253 1,716



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

第105期
株主総会承認日 
(平成17年６月21日)

第106期 
株主総会承認日 
(平成18年６月20日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,253 1,716

Ⅱ 利益処分額

   配 当 金 393 401

   役員賞与金 35 40

   任意積立金 － 100

    80周年記念事業積立金 － 428 100 541

Ⅲ 次期繰越利益 824 1,175



重要な会計方針 

  

 
  

項目
第105期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第106期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

 ① 時価のあるもの

   決算日前１ヶ月間の市場価格

の平均に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

 ② 時価のないもの

   移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

① 時価のあるもの

同左

  

② 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品、原材料は総平均法による原価法

であります。

               同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法

 

 有形固定資産及び無形固定資産(ソフ

トウェアを除く)は、定額法を採用して

おります。

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

  建物及び構築物 ３～50年

  機械装置及び 
  車輌運搬具

２～17年

  工具器具及び備品 ２～20年

 ソフトウェアは、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

 長期前払費用は、効果の及ぶ期間に

応じて均等償却しております。

同左
 

 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員の賞与の支給に充当するた

め、当事業年度に負担すべき支給見

込み額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左



  

 
  

  

項目
第105期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第106期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差異につい

ては、５年による按分額を費用処理

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。

   数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法に

より、翌期から費用処理することと

しております。

   なお、当事業年度末においては前

払年金費用計上のため、退職給付引

当金は計上しておりません。

(3) 退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により

費用処理しております。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法に

より、翌期から費用処理することと

しております。

 なお、当事業年度末においては前

払年金費用計上のため、退職給付引

当金は計上しておりません。

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理を採用しており

ます。

   なお、金利スワップについて特

例処理の要件を満たすものについ

ては、特例処理を採用しておりま

す。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段  金利スワップ

   ヘッジ対象  借入金

(3) ヘッジ方針

   金利変動によるリスクを回避す

る目的で対象物の範囲内に限定し

てヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の変動額の累計額と

ヘッジ対象の変動額の累計額を比

較して有効性の判定をしておりま

す。

金利スワップの特例処理の要件

を満たしているものについては、

有効性の判定を省略しておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理の方法

同左

(2) 連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しております。



会計処理の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

第105期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第106期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準）

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用

しております。

  これにより税引前当期純利益は943百万円減少して

おります。

  なお、減損損失累計額については、改正後の財務

諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除して

おります。

第105期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第106期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(外形標準課税)

   「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法

律第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税

制度が導入されたことに伴い、当期より「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が35百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が35

百万円減少しております。

――――――――

(連結納税制度)

    当社は、平成17年度より連結納税制度の適用を受

けることにつき、国税庁長官の承認を受けました。 

 また、当期より「連結納税制度を適用する場合の

税効果会計に関する当面の取扱い(その１)」(実務対

応報告第５号)及び「連結納税制度を適用する場合の

税効果会計に関する当面の取扱い(その２)」(実務対

応報告第７号)に基づき、連結納税制度の適用を前提

とした会計処理及び表示をしております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第105期 
(平成17年３月31日)

第106期
(平成18年３月31日)

※１ 担保資産及び担保付債務 ※１ 担保資産及び担保付債務

 

    ① 工場財団抵当として担保に供している固定資産

建物 235百万円

土地 23百万円

計 258百万円
 

    ① 工場財団抵当として担保に供している固定資産

建物 215百万円

土地 23百万円

計 238百万円

 

  上記に対応する債務

長期借入金 920百万円
 

  上記に対応する債務

長期借入金 920百万円

 

    ② その他

投資有価証券 204百万円

   ――――――――――

 

  上記に対応する債務

１年以内返済予定 

長期借入金
24百万円

 

 

 ２ 保証債務

関係会社における銀行借入金に対し次のとおり債務

保証を行なっております。

バルカーインダストリーズ 

(タイランド)リミテッド
281百万円

台湾バルカー国際股份有限公司 203百万円

計 484百万円

この他に下記関係会社の銀行借入金に対し保証予約

を行なっております。

バルカーシール（上海）有限公司 897百万円

 

 

 ２ 保証債務

関係会社における銀行借入金に対し次のとおり債務

保証を行なっております。

台湾バルカー国際股份有限公司 54百万円

この他に下記関係会社の銀行借入金に対し保証予約

を行なっております。

バルカーシール（上海）有限公司 1,061百万円

 

※３ 関係会社に関する注記

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対する内容は、次のとおりでありま

す。

受取手形 169百万円

売掛金 480百万円

未収入金 379百万円

支払手形 641百万円

買掛金 1,325百万円

未払金 72百万円

 

※３ 関係会社に関する注記

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対する内容は、次のとおりでありま

す。

受取手形 207百万円

売掛金 599百万円

未収入金 891百万円

支払手形 463百万円

買掛金 1,332百万円

未払金 202百万円

預り金 455百万円

※４ 会社が発行する株式 普通株式 340,000,000株

   発行済株式総数   普通株式  87,753,668株

   

※４ 会社が発行する株式 普通株式 340,000,000株

   発行済株式総数 普通株式      89,421,668株

※５ 自己株式の保有数  普通株式   236,021株 

 

 

※５ 自己株式の保有数  普通株式   286,582株 

 

※６ 配当制限

 有価証券の時価評価により、純資産額が270百

万円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限されて

おります。

※６ 配当制限

 有価証券の時価評価により、純資産額が788百

万円増加しております。

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号

の規定により、配当に充当することが制限されて

おります。



(損益計算書関係) 

  

 
  

第105期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第106期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

内部使用商品 12百万円

見本品 13百万円

特別損失に計上した棚卸資

産廃棄損
147百万円

計 172百万円

 

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

内部使用商品 7百万円

見本品 18百万円

計 25百万円

 

※２ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

当期商品仕入高 11,850百万円

経営指導料 85百万円

固定資産賃貸料 377百万円

※２ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

当期商品仕入高 10,780百万円

経営指導料 93百万円

固定資産賃貸料 361百万円

※３ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置 27百万円

※３       ――――――――

 

※４ 固定資産廃棄損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物 75百万円

構築物 7百万円

機械及び装置 90百万円

工具器具及び備品 50百万円

その他 12百万円

計 235百万円

※４ 固定資産廃棄損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物 12百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 3百万円

工具器具及び備品 3百万円

その他 0百万円

計 20百万円

※５       ―――――――― ※５ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。

機械及び装置 1百万円

※６       ――――――――

 

※６ 減損損失の内容は、次のとおりであります。

場所 用途 種類
減損損失 
(百万円)

神奈川県 
厚木市

賃貸 
設備

土地 
建物

578 
324

石川県 
小松市

遊休 
不動産等

土地 
建物 
構築物他

14 
23 
2

合計 943

(経緯)

 地価の著しい下落及び賃貸料水準の著しい低下に

伴い収益性が著しく低下したため、また、今後の利

用計画も無いため、減損損失を認識いたしました。

(回収可能価額の算定方法)

 厚木市賃貸設備については不動産鑑定評価額によ

り、小松市遊休不動産等については、正味売却価額

により評価しております。

※７ ゴルフ会員権評価損には、預託保証金の貸倒見込

額に対する貸倒引当金繰入額28万円が含まれてお

ります。

※７       ――――――――

※８ 一般管理費に含まれている研究開発費は938百万

円であります。

※８ 一般管理費に含まれている研究開発費は1,067百

万円であります。



(リース取引関係) 

  

 
  

第105期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第106期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却累
計額相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

工具・器具 
及び備品

266 196 69

ソフトウエア 475 245 230

合計 742 442 300

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しておりま
す。

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

（借主側）

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却累
計額相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車輌及び運搬具       13        1       11

工具・器具
及び備品

256 177       79

ソフトウエア 473 322 151

合計 744 501 242

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しておりま
す。

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 132百万円

１年超 167百万円

 合計 300百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 100百万円

１年超 141百万円

 合計 242百万円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 142百万円

減価償却費相当額 142百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 135百万円

減価償却費相当額 135百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

   未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 ―百万円

 合計 1百万円

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

   未経過リース料

１年内 114百万円

１年超 1,773百万円

合計 1,888百万円



(有価証券関係) 

  

前期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)及び当期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３

月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
  

  

(税効果会計関係) 

  
第105期 

(平成17年３月31日)
第106期

(平成18年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

 ① 流動資産

  賞与引当金 93百万円

  棚卸資産廃棄損 5百万円

  未払費用 12百万円

  繰越欠損金 107百万円

  その他 38百万円

計 256百万円

 ② 固定資産

  退職給付信託拠出金 566百万円

  長期未払金 405百万円

  投資有価証券評価損 1,932百万円

  子会社株式評価損 144百万円

  ゴルフ会員権評価損 1百万円

  固定資産廃棄損 40百万円

  貸倒引当金 136百万円

  繰越欠損金 953百万円

  その他 8百万円

計 4,188百万円

  繰延税金負債(固定)との相殺 △232百万円

  評価性引当額 △3,956百万円

合計 ―百万円

 (繰延税金負債)

 ① 固定負債

  前払年金費用 △415百万円

  その他有価証券評価差額金 △177百万円

計 △593百万円

  繰延税金資産(固定)との相殺 232百万円

合計 △360百万円

  繰延税金負債の純額 △104百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

 ① 流動資産

  賞与引当金 87百万円

  未払費用 11百万円

  繰越欠損金 173百万円

  その他 25百万円

計 298百万円

 ② 固定資産

  退職給付信託拠出金 519百万円

  長期未払金 336百万円

  投資有価証券評価損 1,937百万円

  子会社株式評価損 152百万円

  減損損失 228百万円

  貸倒引当金 63百万円

  繰越欠損金 59百万円

  その他 129百万円

計 3,425百万円

  繰延税金負債(固定)との相殺 △76百万円

  評価性引当額 △3,349百万円

合計 ―百万円

 (繰延税金負債)

 ① 固定負債

  前払年金費用 △326百万円

  その他有価証券評価差額金 △515百万円

計 △842百万円

  繰延税金資産(固定)との相殺 76百万円

合計 △766百万円

  繰延税金負債の純額 △468百万円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率 39.5％

  (調整)

   交際費等永久に損金に 
 算入されない項目

1.9％

   受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目

△11.8％

   住民税均等割等 2.8％

   評価性引当額 △28.3％

   税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率

4.1％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

  法定実効税率 39.5％

  (調整)

  交際費等永久に損金に
 算入されない項目

1.3％

  受取配当金等永久に益金に
 算入されない項目

△6.2％

  住民税均等割等 2.3％

  連結法人税個別帰属額 △11.6％

  評価性引当額 △32.4％

  税効果会計適用後の
 法人税等の負担率

△7.1％



(１株当たり情報) 

  

 
（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

 
  

第105期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第106期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 １株当たり純資産額 208円17銭  １株当たり純資産額 218円89銭

 １株当たり当期純利益 9円70銭  １株当たり当期純利益 13円12銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 9円58銭  潜在株式調整後１株当たり当期純利益 12円87銭

項目
第105期

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第106期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 879百万円 1,202百万円

普通株式に係る当期純利益 844百万円 1,162百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
  利益処分による役員賞与金 35百万円 40百万円

普通株主に帰属しない金額 35百万円 40百万円

普通株式の期中平均株式数 87,041,617株 88,600,585株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定 

に用いられた普通株式増加数の主要な内訳 

 新株引受権 

 新株予約権

394千株

657千株

400千株

1,310千株

普通株式増加数 1,051千株 1,710千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要

普通株式の期中平均株価が行
使価格を下回るため希薄化効
果を有していないため潜在株
式調整後１株当たり当期純利
益金額の算定に含めておりま
せん。

期中平均株価  273円

平成15年６月18日定時株主総
会決議ストックオプション
(新株予約権)
普通株式   1,852千株
行使価格    306円

――――――――――

平成16年６月17日定時株主総
会決議ストックオプション 
(新株予約権) 
 普通株式   2,147千株 
 行使価格    283円 
  

 



(重要な後発事象) 

  

 
  

第105期
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

第106期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 平成17年６月21日開催の定時株主総会において、平成

13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定

に基づき、当社及び当社子会社の取締役・従業員並びに

当社監査役に対しストックオプションとして新株予約権

を無償で発行することが特別決議されました。その内容

は、「第４提出会社の状況 １株式等の状況 (７)スト

ックオプション制度の内容」に記載のとおりでありま

す。

 平成18年６月20日開催の定時株主総会において、会社

法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社

取締役、監査役、執行役員および従業員並びに当社子会

社の取締役及び従業員に対しストックオプションとして

新株予約権を無償で発行することが特別決議されまし

た。その内容は、「第４提出会社の状況 １株式等の状

況 (７)ストックオプション制度の内容」に記載のとお

りであります。

 なお、当該ストックオプションにつきましては、「ス

トック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基

準第８号）及び「ストック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号）に基

づき、「株式報酬費用」として対象勤務期間において費

用処理するものであります。



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

 (その他有価証券)

  ㈱三井住友フィナンシャルグループ 571 717

  ダイキン工業㈱ 104,100 406

  長瀬産業㈱ 242,000 372

  オリンパス㈱ 86,000 285

  ㈱三重銀行 401,000 269

  アイダエンジニアリング㈱ 179,000 163

  大日本スクリーン製造㈱ 130,000 141

  ㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 61.88 104

  シーケーディー㈱ 62,000 104

  住友化学㈱ 110,000 102

  その他35銘柄 662,823.92 379

計 1,977,556.80 3,048



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。 

   ２ 当期増加額の主な内訳は、次のとおりであります。 

 
   ３ 当期減少額(減損損失を除く)の主な内訳は、次のとおりであります。 

 
    

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額 
または償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 
(百万円)

有形固定資産

 建物 9,331 26
407
(348)

8,949 4,719 314 4,229

 構築物 507 1
10
(2)

498 394 13 104

 機械及び装置 3,709 20 171 3,559 2,966 130 592

 車輌及び運搬具 35 ― 0 35 33 0 1

 工具・器具及び備品 1,111 100
110
(0)

1,101 891 46 210

 土地 4,054 ―
603
(592)

3,451 ― ― 3,451

 建設仮勘定 ― 2 2 0 ― ― 0

有形固定資産計 18,749 152
1,306
(943)

17,595 9,004 505 8,590

無形固定資産

 ソフトウェア 845 19 2 862 480 170 382

 公共施設利用権 2 ― 0 1 1 0 0

 その他 20 ― ― 20 1 0 18

無形固定資産計 868 19 3 884 483 170 401

長期前払費用 61 65 31 95 23 7 72

建物 東京事業所 事業所移転入居工事 17百万円

工具・器具及び備品 研究施設 試験設備 75百万円

建物 旧北陸営業所 旧北陸営業所設備 40百万円

事業所資産 東京事業所他設備 22百万円

機械及び装置 貸与資産 プラント・機器関連製品製造設備 65百万円

貸与資産 自動車関連部品製造設備 26百万円

工具・器具及び備品 貸与資産 金型等 99百万円



【資本金等明細表】 

  

 
(注)１ 資本金及び資本準備金の増加の原因は、新株予約権の権利の行使によるものであります。 

２ 当期末における自己株式は286,582株であります。 

  

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び個別評価債権の 

回収に伴う取崩額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(百万円) 13,267 167 ― 13,435

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (87,753,668) (1,668,000) (―) (89,421,668)

普通株式 (百万円) 13,267 167 ― 13,435

計 (株) (87,753,668) (1,668,000) (―) (89,421,668)

計 (百万円) 13,267 167 ― 13,435

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金

資本準備金

   株式払込剰余金 (百万円) 3,496 167 ― 3,663

   合併差益 (百万円) 14 ― ― 14

その他資本剰余金

  自己株式処分差益 (百万円) 1 0 ― 1

計 (百万円) 3,511 167 ― 3,679

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 372 6 57 76 245

賞与引当金 236 241 236 ― 241



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(Ⅰ)資産の部 

流動資産 

(イ)現金及び預金 

  

 
  

(ロ)受取手形 

① 主要相手先別内訳は、次のとおりであります。 

  

 
  

② 受取手形の期日別内訳は、次のとおりであります。 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 0

預金

 当座預金 1,327

 普通預金 145

 通知預金 636

 定期預金 100

 別段預金 11

 外貨普通預金 5

預金計 2,226

合計 2,227

相手先 金額(百万円)

㈱旭ケミカルス 421

㈱バルカーテクノ 188

石野ガスケット工業㈱ 57

内外産業㈱ 49

㈱サンヨー 48

その他 868

合計 1,633

期日別 金額(百万円)

平成18年４月満期 208

  〃  ５月 〃 217

  〃  ６月 〃 220

  〃  ７月 〃 507

  〃  ８月 〃 453

  〃  ９月以降満期 26

合計 1,633



(ハ)売掛金 

① 売掛金の主な内訳は、次のとおりであります。 
  

 
  

② 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況を示すと、次のとおりであります。 
  

 
（注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

(ニ)たな卸資産 

商品 

  

 
  

(ホ)未収入金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

住友電装㈱ 601

三菱重工業㈱ 267

アイシン・エイ・ダブリュ㈱ 250

㈱旭ケミカルス 169

VALQUA KOREA CO.,LTD. 137

その他 5,292

合計 6,718

前期繰越高 
(百万円) 
 
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 
 
(Ｂ)

当期回収高 
(百万円) 
 
(Ｃ)

当期繰越高
(百万円) 
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)

(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

6,009 32,322 31,612 6,718 82.5 71.9

内訳 金額(百万円)

プラント・機器関連製品 382

機能樹脂製品 28

エラストマー製品 85

自動車関連部品 52

真空関連製品他 11

合計 560

内訳 金額(百万円)

手形劣後債権 1,323

出向者人件費・設備賃貸料 564

材料有償支給代 562

連結法人税個別帰属額 261

その他 69

合計 2,782



固定資産 

投資その他の資産 

(イ)関係会社株式 

  

 
  

  

(ロ)関係会社長期貸付金 

主要貸付先別内訳は、次のとおりであります。 

  

 
  

銘柄 金額(百万円)

（子会社株式）

 ㈱バルカーテクノ 313

バルカー・ハイパフォーマンス・ポリマーズ㈱ 310

バルカーセイキ㈱ 301

㈱バルカー シール ソリューションズ 202

VALQUA AMERICA,INC. 160

台湾バルカー工業股份有限公司他13社 446

(関連会社株式)

ＰＴ.インドフェーシングインドネシア 108

FJV KOREA LTD. 88

合計 1,932

貸付先 金額(百万円)

バルカー興産㈱ 326

バルカーセイキ㈱ 271

バルカーＡＣＬ㈱ 178

バルカー・ハイパフォーマンス・ポリマーズ㈱ 100

㈱バルカーエラストマー 87

その他 84

合計 1,047



(Ⅱ)負債の部 

流動負債 

(イ)支払手形 

① 主要支払先別内訳は、次のとおりであります。 

  

 
  

② 決済期日別内訳は、次のとおりであります。 

  

 
  

(ロ)買掛金 

  

 
  

支払先別 金額(百万円)

㈱バルカーエラストマー 152

バルカーセイキ㈱ 151

九州バルカー㈱ 119

柴谷パッキング工業㈱ 104

厚木ヒューテック㈱ 86

その他 337

合計 951

期日別 金額(百万円)

平成18年４月満期 224

  〃  ５月 〃 213

  〃  ６月 〃 193

  〃  ７月 〃 211

  〃  ８月 〃 108

合計 951

相手先 金額(百万円)

㈱新晃製作所 353

飯田パッキン工業㈱ 329

㈱尾崎化成 257

バルカー・ハイパフォーマンス・ポリマーズ㈱ 224

バルカーセイキ㈱ 221

その他 2,465

合計 3,852



(ハ)短期借入金 

  

 
  

  

固定負債 

   長期借入金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

借入先別 金額(百万円)

住友信託銀行㈱ 800

㈱群馬銀行 500

㈱三重銀行 400

㈱横浜銀行 350

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 340

その他 790

合計 3,180

借入先別 金額(百万円)

㈱三井住友銀行 2,250

合計 2,250



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注）平成18年６月20日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行なわれ、会社の公告の方法は次のとおり

となりました。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、電子公告を行うことができない事故その他のやむを得ない事由

が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。 

（公告掲載アドレス http://www.valqua.co.jp/ir/koukoku.html） 

なお、会社法施行後においては、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行ないません。 

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 毎年６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券の 
８種類 
100株未満の株券については、その株数を表示する株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
  住友信託銀行株式会社

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
  住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき250円

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
  住友信託銀行株式会社

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
  住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞（注）

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第105期 (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 平成17年６月22日関東財務局長に提出。 

  

(2) 臨時報告書 

「証券取引法」第24条の５第４項及び「企業内容等の開示に関する内閣府令」第19条第２項第２号の２（ストック

オプションとして新株予約権の発行）に基づく臨時報告書を平成17年６月30日関東財務局長に提出。 

  

(3) 半期報告書 

事業年度 第106期中 (自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 平成17年12月20日関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月21日

日本バルカー工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本バルカー工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本バルカー工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  永  原  新  三  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   高  橋  秀  法  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊  原  弘  行  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月20日

日本バルカー工業株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本バルカー工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本バルカー工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  永  原  新  三  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   豊  原  弘  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  阿  部  純  也  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

 



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年６月21日

日本バルカー工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本バルカー工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第105期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本バルカー工業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   永  原  新  三  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   高  橋  秀  法  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊 原  弘  行  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

 



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年６月20日

日本バルカー工業株式会社 

取締役会 御中 

 

  

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本バルカー工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第106期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本バルカー工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   永  原  新  三  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   豊  原  弘  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  阿 部  純  也  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。
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